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【表 序－１】 1927 年度 文部省の指示に従っ
て実施した講座･講演会等の場 
会   場 施設数 ％ 小計 ％ 
幼 稚 園 7 0.2 
1723 58.0 
小 学 校 1396 47.0 
中等学校 314 10.6 
専門学校以上 6 0.2 
神   社 35 1.2 
278 9.4 寺   院 231 7.8 
教   会 12 0.4 
公 会 堂 105 3.5 
277 9.3 倶 楽 部 97 3.3 
男女青年団会場 75 2.5 
道府県庁 13 0.4 
168 5.7 
市 役 所 23 0.8 
町 役 場 43 1.5 
村 役 場 89 3.0 
試 験 場 19 0.6 
159 5.3 
農会事務所 140 4.7 
会社・工場 120 4.0 
133 4.5 
商   店 13 0.4 
私   宅 55 1.9 55 1.8 
図 書 館 22 0.7 22 0.7 
戸   外 21 0.7 
158 5.3 
見学・視察 10 0.3 
雑 74 2.5 
不   明 53 1.8 
合    計 2973 100.0 2973 100.0 













【表 序－２】 東京市社会教育課の事業の場（1934 年度） 
区分 名 称 ・ 内 容 













青年修養 商工青年修養会 4 0 0 1   不明 
市民講座 
市民講座・男子部 0 0 0 1   100 
市民講座・女子部 0 0 0 1   100 
労務者 
輔導学級 
輔導学級 6 0 0 0   各 50 
同（高等学級） 0 0 0 0 神田区西小川町 約 40 
同（月例研究会） 0 0 0 1   不明 
同（合唱団） 0 0 0 1   不明 

















0 6 1 1 軍人会館 100～3000 
映画教育 児童映画会、児童映画日 0 0 0 1 市内各所の映画館多数   
合    計 114 6 27 7 5～   








                                                 
13 碓井前掲 
14 小川利夫「歴史的イメージとしての公民館」同編『現代公民館論』東洋館出版社、1965 




















公民館は初めから独自の施設を完備していたわけではない。1947 年 8 月末日現在で学校
等の施設に併設が約 40%、既存建物転用が約 55%、新築 5%であった20。 
上田幸夫の研究によると、1948 年度調査で独立施設の形態を持っていたのは、全体の 1









                                                 
15 穂積信夫『改訂増補 建築学体系 34 コミュニティーセンター･図書館･博物館･美術館』建









21 上田幸夫「初期公民館における『併設』配置の特性」『東洋大学文学部紀要』第 36 集、教育
学科・教職課程編Ⅷ、（1982 年度）1983 
































公民館が独立の建物をもつのは、1950 年で 50%、1954 年で 38%、1955 年で 39%、1958
年で 47%を占め、増加の一途をたどっているわけではない。これは 1953 年以降の町村合
併に伴う、旧村の役場併設などの要因が影響していると思われる。 
 社会教育法制定から 10 年近く経ち、町村合併も一段落した 1958 年の施設形態を詳しく
みたのが【表 序－４、５】である。初期公民館の時代を経て、公民館がどのような施設形
態に落ち着いたかを、この 2 つの表からみると、全体的には独立館が約半数、うち新築は
2 割である。分館が全公民館の 76%を占め、町村に多く設置され、独立館 54.4%（うち新
築 15.1%）、併置館 45.6%となっている。また、転用と併置が既存施設の性格を直接間接 


















学校に併設 約 40%   併 置 50% 62% 61% 53.2% 
既存建物 







転用 40% 23% 24% 25.7% 
新築 10% 15% 15% 21.1% 
計 50% 38% 39% 47.0% 
＊ 独立施設を持つ市町村 32% 13% 
 新    築 約  5%   ＊新築の建物を持つ市町村 34% 14% 
公民館数に占める各施設形態の割合を示す（＊は市町村の割合）。文部省社会教育課「県外公民館の実情について」 『埼玉
県公民館』 創刊号、埼玉県教育部社会教育課、1948.7、p.25 （『憲法と公民館』 第 22回社会教育研究全国集会埼玉県実
行委員会集会推進部 1982 所収）、 『社会教育の現状』 昭和 27年度、文部省社会教育局、1952、p.117、 『社会教育 10
年の歩み』 文部省社会教育局、1959、p.180 
 





市 町 村 計 % 
1470 1888 954 
4312 53.2 





木造 鉄筋造 小  計 
3787 
21.1 
46.8 1623 83 1706 45.0% 
転用館 ？ ？ 2081 55.0% 25.7 
総  計 
市 町 村 
8099 100.0 
2588 3842 1669 
『社会教育 10 年の歩み』 文部省社会教育局、1959、p.181 
【表 序－５】 公立公民館の設置状況 （1958 年 4 月 1 日現在） 
本  館 7902 23.3 分 館 26057 76.7 本館 + 分館  計 ① 33959 館 
市立 2588 32.8 市立 6212 23.8 全市町村数 ② 3701 市町村 
町立 3716 47.0 町立 10597 40.7 設置市町村数 ③ 3251 市町村 
村立 1598 20.2 村立 9248 35.5 設 置 率 ③÷② 87.8% 






54.4 1 市町村当り館数 ①÷③ 10.4 館 
新築 1673 21.2 新築 15.1 （参考）  公立図書館 593 館 
転用 1947 24.6 転用 33.0 （参考）  公立博物館 186 館 
      その他 6.3 
 図書館は分館を含む。博物館は登録博物館、相当施設、
その他類似施設の計 






統計 1958.4.1 現在） より筆者作成 










































































しかし、2006 年 12 月 22 日に同法は「全部改正」のうえ公布･施行された。本「改正」






                                                 
25 三上昭彦「教育基本法『改正』小史」明治大学軍縮平和研究所編『軍縮地球市民･臨時増刊 
教育基本法改正案を問う』2006、pp.137-138 
26 石井山竜平「06 年教育基本法をどう読むか（逐条解説）第 16 条（教育行政）」社全協ブック
レット No.2『学習の自由と教育の権利を発展させるために』社会教育推進全国協議会、2007.7  

































































































36 上田幸夫「初期公民館における『併設』配置の特性」『東洋大学文学部紀要』第 36 集 教育









































40 日本社会教育学会 60 周年記念出版部会編『希望への社会教育』東洋館出版社、2013、p.71 











































                                                 
43 川添智利「集会施設（アソシエーションセンター）」建築学体系編集委員会編『改訂増補 建築
学体系 34 コミュニティーセンター･図書館･博物館･美術館』彰国社、1970（新訂第 1 版）、
pp.44-45 








































                                                 
44 堀尾輝久『現代教育の思想と構造』岩波書店、1971（同時代ライブラリー123、1992、p.124） 





































以上の 4 つの観点から地域社会教育施設の歴史的研究を進めたい。まず第 1 章では社会
                                                 
45 森武麿「日本ファシズムの形成と農村経済更生運動」『歴史学研究』別冊特集、1971.10（大

















第 3 章から第 6 章まで、都市における社会教育施設に関わる動きを扱う。 
独自施設希求の議論で参照されたセツルメントは、農村公会堂の隣保館化とあわせて、










容と展開の実態を、第 7 章で農村公会堂の検討を通じて行う。 
第 8 章ではその一例として、長野長広によってなされた、農村の部落単位に施設を設置
して、社会教育や隣保事業を行う独自の場とした施設建設実践と施設構想を取り上げる。 






絶したのか、「未発の可能性」を第 10 章で探りたい。 
 結果として、実際の社会教育施設の歴史の展開は、公民館の普及をみた。第 9 章までの



























































































                                                 
48 松村正恒「木霊の宿る校舎」『季刊 木の建築』第 30 号、木造建築フォーラム、1986.12（『素
描･松村正恒』建築家会館叢書、建築家会館刊、1992、pp.117-118） 





公立小学校の数は、1896 年 26,247 校、1900 年 26,436 校、1903 年 26,782 校、1905




























日本の近代的学校制度は 1872 年に文部省布達「学制」によって生まれた。全国を 8 大
学区に分け、大学区ごとに 32 中学区を配し、1 中学区を 210 の小学区に分ける構想で、
構想通りに小学校が建設されると 53,760 校にのぼることになる。構想された小学区の規
                                                 
49 上野淳『学校建築ルネサンス』鹿島出版会、2008.1、p.161 
50 文部科学省「学校基本調査」平成 25 年度（速報） 
51 穂積信夫「共同施設（コミュニティファシリティーズ）」建築学体系編集委員会編『改訂増補 建
築学体系 34 コミュニティーセンター･図書館･博物館･美術館』彰国社、1970（新訂第 1 版）、
p.38 





できる既存施設も十分なかった。学制発布の 3 年後、1875 年段階の小学校施設は、寺院

















て、1881 年 12 月に学校施設の集会目的使用が禁止された。この禁令は 1903 年まで続い
た。1882 年には「政談演説等に学校を充用せしめざるは勿論、教育上不都合を生ずる恐れ
あるものは総て其充用を禁止すべき旨」を府県に内達した55。 










於テ、右通俗講談会等ヲ開催候様尚御奨励相成度」と通牒され（1906 年 3 月）57、社会教
                                                 
52 井上久雄『学制論考』風間書房、1963、pp.207-209 
53 佐藤広美編『21 世紀の教育をひらく』緑蔭書房、2003、pp.21-23 
54 喜多明人『学校施設の歴史と法制』エイデル研究所、1986、p.113 
55 川本宇之介『社会教育の体系と施設経営 体系篇』最新教育研究会、1931、p.124 
56 片岡重助『社会教化を中心としての学校経営方針』日比書院、1923、p.267 
57 川本前掲 p.138 









































61 村田のほかに、田子一民『小学校を中心とする地方改良』白水社、1916 など。 
62 染谷亮作（本多静六校閲）「川間小学校舎及学園設計概説」1908（『野田市史』資料編 近現
代 1、2012、pp.641-642） 
63 『明治以降教育制度発達史』第 5 巻、教育史編纂会、1939、pp.77-78 






































                                                 
64 同上 1939、p.83 
65 小林正泰『関東大震災と「復興小学校」』勁草書房、2012、p.10 
66『東京市教育復興誌』東京市役所、1930、pp.388-389 
67 前掲『明治以降教育制度発達史』第 7 巻、p.76 
68 文部次官粟屋謙発「小学校校舎使用ニ関スル件依命通牒」発文 39 号、1927.9.5 
69 「こどもの学校をおとな達に開放」『東京朝日新聞』1928.6.19 































































































                                                 
73 片岡重助『社会教化を中心としての学校経営方針』日比書院、1923、pp.264-276 











































                                                 
74 中村昇「児童教育の要諦と校舎の解放」『都市問題』1930.7、pp.79-80 









































                                                 
75 大阪セツルメント協会（賀川豊彦･志賀支那人ほか執筆）「セツルメントの建物と設備」『社会事
業研究』1929.5、p.18-21 
76 中村前掲 p.79 




















名  称 
学級
数 








麹町             麹町 ○   
2 富士見     麹町 4 商業専修学校 3   ○   
3 番町         実科女学校 4   ○   





錦華     神田第一 4 錦華商工専修学校 5       
6 千桜     神田第二 6         商工青年修養会 
7 神田         神田商工専修学校 4       
8 芳林         第五実業学校○ 8 外神田     
9 佐久間         佐久間商工専修学校 7       
10 練成         練成商工専修学校 5       
11 橋本         橋本商工専修学校 5       
12 今川         今川専修女学校 3       







久松     日本橋第一 8 久松商業補習学校 4       
15 城東     日本橋第二 7 城東商業補習学校 2 日本橋     
16 坂本         坂本商業補習学校 2   ○   
17 常盤         常盤商業補習学校 2   ○   
18 濱町               ○   
19 十思               ○   
20 箱崎               ○   
21 千代田         千代田商業補習学校 2 両国 ○   
22 有馬         有馬商業補習学校 2       
23     日本橋女子     楓川専修女学校 4       





    京橋 京橋第一 5 京橋専修女学校 6       
26   月島   京橋第二 4           
27 京橋昭和         京橋昭和商業専修学校 3       
28 泰明         泰明商業専修学校 3       
29 明正         明正商業専修学校 3       
30 月島第二         月島工業専修学校 2 月島     
31 京橋         京橋商業専修学校 5       
32 月島         月島専修女学校 3       
33 
芝 
赤羽     芝第一 5           
34 愛宕     芝第二 4           
   
37 
 
35       御田   第一実業学校○ 9 三田     
36 三光         三光商工学校 4       





    麻布         麻布     
39 笄     麻布 5 笄実業学校 4       
40 南山         麻布商工実務学校○ 7       
41 東町         東町実業学校 4       




赤坂     赤坂 4           
44 中ノ町         赤坂実業学校 6   ○   





四谷第一     四谷 4 第一実業学校 3       
47 四谷第二             四谷   商工青年修養会 
48 四谷第五         第五実業学校 2       









津久戸     牛込 5 牛込商業実務学校○ 7       
51 市ヶ谷         牛込実務女学校○ 7 市ヶ谷     





    小石川 小石川 5 第四実業学校○ 13       
54 礫川         礫川実業専修学校 7       
55 大塚         大塚実業専修学校 6       






追分     本郷 4     本郷     
58 本郷         第一実業学校 2       
59 駒本         第二実業学校 2       
60 富士前         第一実業女学校 6       
61   汐見       第二実業女学校 2       
62 真砂         第三実業女学校 2       






    下谷 下谷第一 4 商工専修学校 8       
65 御徒町     下谷第二 4     下谷     
66 根岸               ○   
67 竹町               ○   
68 下谷         第一実務学校 6       
69 台東         第二実務学校 7       
70 浅
 
富士     浅草第一 5 浅草工業専修学校○ 8       
71 柳北     浅草第二 5           





田原         浅草実務女学校○ 7       
73 新堀         新堀実業補習学校 3       
74 山谷堀         山谷堀実業補習学校 3       
75 千束         千束実業補習学校 3       




    本所 本所第一 7 本所商工学校 11       
78 業平     本所第二 5 業平商工学校 9       






深川     深川 8 深川商工実務学校 6   ○   
81 猿江         第二実業学校○ 12       
82 明治               ○   
83 臨海         臨海商業実務学校 6       
84 数矢         数矢商工実務学校 8       





修業年限 4 年 
授業 18 時～ 
計 










東京市役所 『東京市教育要覧』昭和五年度、1931 より作成 （図書館の附設状況は、東京市役所『昭和四年 東京市政概要』
































 実業補習学校が教育法規に登場したのは、1890 年の小学校令が最初である。その第 2




数は、1900 年 151 校、1910 年 6,111 校、1920 年 14,232 校、1930 年 15,248 校と増加し
た79。 
しかし、1902 年の同規程第 6 条にも引き続き「実業補習学校ハ小学校実業学校又ハ其
ノ他ノ学校ニ附設スル事ヲ得」と規定されたように、独立校舎を持つことは稀であった80。
例えば、1919 年の埼玉県内の補習教育の教場は、学校 312（90.7%）、寺院 14（4.1%）、





































































て「設備の充実を希望する」と回答したのは、調査対象 4 校全体の 5.5％で、ほかの回答、































裁縫 16～27     




刺繍 16～27     











活字整理 16～75   
数学   16～75 
英語   16～28 




90 60 35 20 











たい。A 実業補習学校は復興建築の鉄筋コンクリート 3 階建高等小学校、B は旧式の木造 














                                                 
86 小尾範治『社会教育の展望』青年教育普及会、1932、p.118 
87 同 p.325 
【表１－３】  実業補習学校生徒対象の調査中「設備の充実を希望する者」の回答 
Ａ   校  
（鉄筋コンクリート 3 階建復興建築・高等小学校使用） 






電燈の反射で黒板が見へない 2 校舎を新築したし 14 
図書室を設けたし 1 校舎を移転したし 2 
水飲場が不足なり 1 設備を充実したし 5 
Ｂ  校 （旧式木造 2 階建・尋常小学校使用） 専用教室に改めたし 2 
教練には銃を使用したし 5 実習教室を設けたし 1 
扇風機を取付けたし 1 机腰掛を改造し、運動用具を備へたし 2 
図書室を設けたし 1 出入口其の他暗き場所には電燈を点じたし 1 
電燈の改良を望む 1 （回答数･人） 
机腰掛の相当なものを新調したし 2 東京市政調査会調査 『東京市の実業補習教育』 1928 





























































































































92 高島米峰「都市商人と社会教化」『都市教化の諸問題 7』中央教化団体連合会、1936、pp.29-30 
93 寺崎昌男･戦時下教育研究会編『総力戦体制と教育』東京大学出版会、1987 








































                                                 
94 『近代日本教育制度史料』第 7 巻、講談社、1964、pp.501-502 
95 前掲「セツルメントの建物と設備」 




































                                                 
96 望月彰「社会教育の施設」小林文人･末本誠編『新版 社会教育基礎論』国土社、1995、p.57 
97 橋口菊「国民教育の再編成と社会教育行政確立に関する一考察」『教育学研究』1960.9 
98 戸野周次郎「今後十年間に於ける東京市の教育」『東京市教育会雑誌』第 51 号、1908.12、
p.41（松田武雄『近代日本社会教育の成立』九州大学出版会、2004、p.132） 
99 松田前掲『近代日本社会教育の成立』第 5 章、 同「制度化に至る地域通俗教育の多様性と
変容」『日本社会教育学会紀要』No.38、2002、p.115 
   
46 
 







































                                                 
100 松田前掲『近代日本社会教育の成立』p.185 
101 同 pp.204-208 1910 年には市議会で市民体育奨励のための施設設備整備の建議が可決さ
れている（同 p.208）。また、棚橋源太郎が「通俗教育館施設の現況及将来の計画」を論じて
いる（『帝国教育』第 371 号、1913.12） 
102 大槻宏樹「近代社会教育論の展開過程」『社会教育の群像』全日本社会教育連合会、1983、
pp.377-380 






























                                                                                                                                               
103 鈴木誠治「社会教化事業」『社会政策体系』第 2 巻、大東出版社、1926、pp.58-59、p.116 
104 同 pp.39-44 
105 関直規「近代日本における＜市民＞の労働・余暇と娯楽の合理化過程」『東京大学大学院教
育学研究科紀要』第 37 巻、1997。もっとも、1910 年代から尾崎行雄市長時代に田川大吉郎
助役のもとで、都市社会教育政策推進がなされていた。（松田前掲『近代日本社会教育の成立』、
関直規「田川大吉郎の市民教育論とその実践」『文星紀要』文星芸術大学・宇都宮文星短期大







108 同 pp.30-31 
109 池園哲太郎『青年と語る』同文館、1926、pp.29-34、同「現代青年と協同精神」『政治教育






る東京自治会館（1923 年）にとどまった（同館については第 6 章第 1 節参照）。 
 
（３）小尾範治 










































































                                                 











































                                                 
117 東京市役所『昭和四年 東京市政概要』1929、 p.121 
118 加藤咄堂『都市教化概論』都市教化の諸問題 2、中央教化団体連合会、1936、p.103 
119 吉田前掲 p.312 






















を受けている。川本宇之介は 1921 年、1926 年、1931 年に社会教化中心として学校活用
を説く際に、講堂･体育館･家事科教室など部屋ごとの事業を示しながらペリーを引用した
（次節参照）126。片岡重助は 1923 年に「ぺーリー氏の社会教化中心運動（同氏著社会教





                                                 













127 片岡重助『社会教化を中心としての学校経営指針』日比書院、1923、 pp.277-279 
128 鈴木前掲 p.54 


































                                                 














施設」の積極面を 3 点に整理している。第 1 は「施設」による教育形態に意義を見出して





























                                                 
133 柳沢昌一「近代日本における自己教育概念の形成」『自己教育の思想史』雄松堂出版、1987 
134 遠藤知恵子「川本宇之介における『社会教育施設』観の再検討」『社会教育研究』第 10 号、
北海道大学、1990.2、pp.61-73、「日本的社会教育施設としての公民館とその今日的意義」『紀
要』第 29 号、弘前学院大学･弘前学院短期大学、1993.3、pp.19-30 
135 中山前掲 pp.201-218 
136 松田前掲、第 8 章 
137 川本前掲『都市教育の研究』pp.297-298 
138 同 p.297 










 第 1 節の論者同様、川本も施設を構想する際、C･A･ペリーのコミュニティセンターを参
照し、多くの論考で引用している140。 
 彼は 1922 年から 2 年間留学し、アメリカ、イギリス、ドイツ、デンマークで視察研究
を行った経験があり、コミュニティセンターを詳細に紹介している。紹介したのはロチェ
スター、シカゴ、ボストン、ニューヨークの「社会中心（Social Center ）又は共同団体











心の違いについて、ピッツバーグ市教育庁発行の『夜学校と拡張事業』（City of Pittsburgh, 






 アメリカでは 1917 年～1920 年ごろソーシャルセンターから夜学校機能が分離し、社交
娯楽中心のコミュニティセンターになったという。次第にソーシャルセンターという呼称
                                                 
139 同 p.298 
140 川本宇之介『デモクラシーと新公民教育』中文館、1921、pp.624-628、前掲『都市教育の
研究』pp.1036-1037、前掲『社会教育の体系と施設経営 経営篇』pp.339-340、pp.348-351 





144 同 p.467 
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145 川本前掲『都市教育の研究』pp.467-468。ただし、同書の別の箇所ではコミュニティセン
ターを「共同団体中心」と訳している（p.298）。 
146 同 p.469 
147 同 pp.303-304 
148 宮坂広作は、この見解をもって川本の「ブルジョア･イデオロギーの露呈」と指摘している
（『日本近代社会教育史の研究』法政大学出版局、1968、pp.346-347）。 





目を国内に転じると現状は貧弱であった。川本は、1921 年の東京市の 21 図書館閲覧人
員数が約 266 万人で、寄席入場者より約 30 万人少なく、活動写真館入場者の 4 分の 1 強
にしかあたらないことを挙げている。また、大阪市では 1921 年に 5 つの図書館、2 つの





また、大阪市立市民館 1 館（北市民館１館のみ）の入場者数が 1922 年に約 23 万 5 千人、






















                                                                                                                                               
149 川本前掲『都市教育の研究』p.301 
150 同 p.129 
151 同 p.468 
152 同 p.297 
153 同 p.540 
154 同 p.627 



































                                                 
155 同 p.634 
156 同 p.634 
157 同 p.987 
158 同 p.1038 
159 同 p.297 
160 同 p.185 
161 同 p.987 
162 同 p.1037 
163 同 pp.1037-1039 


























午前･午後のクラスは週 2 回、夜間のクラスは週 3 回の授業を行えば、ある 1 教室を利用
するクラスを、8 つ設置できる。1 クラスを 30 人とすると、240 人が 1 つの教室を利用す
ることになる。1 校に 10 教室を設ければ、独立校舎 1 校あたり 2,400 人規模となる。10
万人の東京市の青年が通学できるようにするためには、市内に 42 校が必要である。1 校あ
たり土地校舎設備に 20 万円要するとすれば 42 校で 840 万円である。小学校舎借用に要す
る費用を 1 人あたり 10～40 円とすれば 100 万～400 万円を要する。これと比較すれば、
独立校舎は小学校校舎借用の 2～8 倍の経費を要することになるが、独立校舎は 1 教室あ






                                                 
164 同 pp.989-990、川本前掲『デモクラシーと新公民教育』p.567 
165 川本前掲『都市教育の研究』p.1039 
166 同 p.1009 
167 同 pp.1016-1022 
168 同 p.1035 
169 東京市政調査会（川本宇之介･川添誠一執筆）『東京市の実業補習教育』東京市政調査会、1928、







































                                                                                                                                               
pp.377-378 
170 同 pp.616-621 
171 川本前掲『社会教育の体系と施設経営 経営篇』pp.4-9 
172 同 p.184 









































                                                 
173 同 pp.184-185 
174 川本前掲『都市教育の研究』p.298 
175 川本前掲『社会教育の体系と施設経営 経営篇』pp.371-372 
176 同 p.378 










































































                                                 










































































内務省では、1919 年 12 月に地方局救護課が社会課と改称し、翌 1920 年 8 月に社会局














県、宮城県、京都府など 8 府県、京都市、神戸市、名古屋市、岡山市、和歌山市の 5 市へ
の設置が進んでいる188。多くの場合、社会課は社会教育と社会事業の両方を担当する課と




                                                 
184 小路田泰直『日本近代都市史研究序説』柏書房、1991、pp.158-166 
185 同 p.280 
186 橋口菊「国民教育の再編成と社会教育行政確立に関する一考察」『教育学研究』第 27 巻 第
3 号、1960 
187 乗杉嘉寿「社会教育局設置意見」『東京朝日新聞』1922.9.16 
188 本田久市「一九二〇年代の社会事業の展開」小林清治編『福島の研究』第 4 巻、清文堂出
版、1986、p.161 
189 同 pp.163-165 





1921 年に救護課を保護課とした。市民館発足の 1930 年 4 月には保護課保護掛を隣保掛と
改称し、隣保事業を行うことを前面に出した。 





















大阪市では 14 館の市民館が設置され、東京府では社会事業協会が 1923 年 5 月に事業開
始した交隣園（後の南千住隣保館）を皮切りに、東京市域外の外延部スラムや関東大震災
被災者の避難居住地などに、1925 年までに 6 館が開設された194。東京市、横浜市、京都
市など六大都市でも隣保館、市民館等の名称で公営セツルメントが設置された。 
都市行政や社会事業界でセツルメントの効用は着目されていた。1920 年、第 5 回全国
社会事業大会の特別委員部は、当時激増していた「労働問題解決の補助作用として如何な
る社会事業の施設を最も緊急となすや」の問いに、セツルメント開設が適当と決議してい
                                                 
190 関直規「成人教育の世界都市的構想と社会教育の改造」『弘前学院大学文学部紀要』第 44
号、2008、同「戦前大都市社会教育施設に関する一考察」『日本公民館学会年報』第 5 号、2008 
191 小笠原祐次「社会事業施設の発展と社会事業施設調査」『戦前日本社会事業調査資料集成』




193 小路田前掲 pp.160-162 
194 『東京都福祉事業協会七十五年史』東京都福祉事業協会、1996 































公営 民営 計 公立 私立 計 
1925 6 15 21 ① 14 42 56 
1926 ― ― ―   15 43 58 
1927 ― ― 59 
② 
― ― 52 
1928 16 73 89 16 73 89 
1929 17 80 97 17 80 97 
1930 28 87 115 28 87 115 
1931 28 89 117 28 89 117 
1932 ― ― 135 37 115 152 
1933         39 113 152 
1934         41 128 169 
典拠史料①； 『日本社会事業年鑑 大正拾四年』 大原社会問
題研究所、1925、pp.21-22、 ②； 『日本社会事業年鑑 昭和
八年』 中央社会事業協会、1933、p.326、 ③； 一番ヶ瀬康子 









計 備  考 







1925 22 ＊ 22 
1931 45 11 56 






























































区域を示す「有効半径」は、幼児は 3.7 町（約 404ｍ）、大人は 7.4 町（約 807ｍ）、近隣




























                                                 
203 石原憲治『現代都市の計画』洪洋社、1924、pp.172-181 
204 同 pp.183-184 
205 同 pp.257-258 
206 同 pp.258-259 
207 「公園の女指導員 子供や老人の敬慕の的に…」『東京朝日新聞』1935.1.26、陣内秀信『東
京の空間人類学』筑摩書房、1985（ちくま学芸文庫、1992、p.284） 






















































この姿勢は、1930 年代にも引き継がれ、東京市社会局の中村寛も 1931 年に「改良事業
に基いて環境の改善、生活状態の改善を得たるにしても、〔隣保館など〕此の種施設に依つ
て精神的の善導を得ないならば未だ完璧なる施設と言ひがたいのである216」とし、居住者























                                                 
213 佐賀朝『近代大阪の都市社会構造』日本経済評論社、2007、p.296、p.362 
















あたって善隣館セツルメントも大きな位置を占めた。1927 年 4 月に東京府認可を受けて
協調会から同潤会へ事業継承し、その際、労働者教育部を新設した。1930 年 3 月には鉄
筋コンクリート 2 階建の大規模なセツルメントが竣工した。その後、大日本仏教慈善会財








地    区 事業主体 隣保館・セツルメント 地区指定･住宅着工―経過 
猿江裏町  東京市 同潤会 善隣館（同潤会・協調会） 1925-26－1930 完成 
下寺町ほか 9 地区 大阪市 大阪市 天王寺市民館など 1928-28－1942 打切り 
三河島   東京府 東京府 仁風会館（私・仏教） 1928-28－1932 完成 
西巣鴨   東京府 東京府 マハヤナ学園（私・仏教） 1928-28－1932 完成 
下奥田   名古屋市 愛知県社会事業協会 東社会館 1938-29－1932 完成 
南太田町  横浜市 同潤会 横浜市第一隣保館 1928-29－1930 完成 
新川    神戸市 神戸市 イエス団 賀川（私・基督教） 1930-31－1942 打切り 
日暮里   東京市 同潤会 日暮里愛隣園ほか 1933-34－1938 完成 
南千住、四谷旭町、越中島 東京市 南千住隣保館ほか （申請せず） 
養正、崇仁など 5 地区 京都市 京都市 市隣保館 1940？-41－1942 打切り 
水内俊雄「戦前大都市における貧困階層の過密居住地区とその居住環境整備事業」『人文地理』第 36 巻第







                                                 
219 『愛国婦人』第 436 号、1920.3.1、p.3（土井直子「創設期の同潤会における住宅供給理念
の特徴」『東京社会福祉史研究』第 5 号、2011、p.36） 
220 『猿江裏町不良住宅地区改良事業報告』同潤会、1930（『戦前日本社会事業調査資料集成』
第 9 巻、勁草書房、1994、pp.932-939） 
221 早田正雄「社会事業種別漫考」『社会福利』1936.3、p.106 






















館  名 創 立 所在地 敷 地 延建坪 構 造 戦時期以降の動き 罹災焼失日 













大正市民館 1928.5 大正区 110 66.86 1945.3.14 
浪速市民館 1928.7 浪速区 92 195.94 1945.3.14 
東市民館 1928.1 東 区 212 107.47 市民館継続 1945.6.15 
玉出市民館 1929.1 西成区 134 130.25 
内職斡旋所に転用 
1945.3.14 
此花市民館 1930.6 此花区 294 103.92 焼失日不明 
大正市民館分館 1937.4 大正区 300 195.94 1945.3.14 
今宮市民館 1940.3 西成区 270 187.66 市民館継続 1945.6.15 
旭市民館 1941.3 旭 区 329.15 121.62 内職斡旋所に転用 焼失日不明 
港市民館 1941.5 港 区 321.9 158.75 市民館継続 1945.3.14 
東成市民館 1941.7 東成区 260.07 162.92 
内職斡旋所に転用 
焼失日不明 
港市民館分館 1942.4 港 区 243.87 268.22 倒壊日不明 




   
（坪） （坪） 




                                                 
222 『東京府郡部不良住宅地区調査概説』東京府学務部社会課、1928（『戦前日本社会事業調査
資料集成』第 4 巻、勁草書房、1995、pp.884-886） 


































隣保館（1925 年）から第五隣保館（1926 年）まで 5 館が設置され、「教化、保健、衛生、
其の他の社会改良の中心機関として文化の普及を図り、公民観念を養成し福利を増進せん
が為めに或は教育を通じ或は職業を通じ或は娯楽等を通じて、個人的感化の下に市民の教
                                                 
223 『大阪府方面委員事業年報』第 4 号、p.220、1922（佐賀朝『近代大阪の都市社会構造』日
本経済評論社、2007、p.278） 
224 北市民館「北市民館ノ現状言上書」1929、大阪市公文書館蔵、整理番号 13982 
225 『大阪市社会事業概要』大阪市社会部、1929、p.81 
226 『改良住宅に於ける居住者の状況』社会部報告 222 号、大阪市社会部庶務課、1937、p.15、
佐賀前掲 pp.361-362 






























崇仁浴場は（1923 年）は青年団が経営した。東三条浴場（1921 年）2 階には畳敷の仏




正会が担った。西三条浴場（1923 年）2 階にも青年団事務所が置かれて、1925 年設立の 
 
                                                 
227 『横浜市社会事業概要』横浜市役所社会課、1925、p.105 
228 「やがては神戸第一の文化住宅街！」『神戸又新日報』1932.5.19 






左上・外観  左下・「市民中学会」 




京 都 市 営 隣 保 館 
館  名 設立 構  造 敷地面積 延建坪 旧  施  設 








養正隣保館 1924.3 木造 2 階建 240.00 坪 153.50 坪 




121.90 坪 12.001 坪 
壬生隣保館 1924.5 
木造 2 階建（1935 年に
拡張改築） 
350.00 坪 191.90 坪 
崇仁隣保館 1922.7 
木造 2 階建（3 棟） 1931
年に増築 
1152.79 坪 490.51 坪 




風 害 記 念 隣 保 館 ・ 社 会 館  ほ か 
館   名 設立 構  造 敷地面積 延建坪 経  営  主  体 
京都府立西陣隣保館 1935.9 木造 2階建 715.00 坪 38.16 坪 京都府（後に共済会第三社会館） 






京都共済会第二社会館 1928.11 木造 2階建 372.00 坪 203.13 坪 
京都共済会第四社会館 1933.4 木造 2階建 201.00 坪 99.85 坪 
京都共済会第五社会館 1929.8 木造 2階建 38.00 坪 40.25 坪 
崇仁方面会館 1939.3 木造 2階建 32.00 坪 36.25 坪 
京都共済会第六社会館 1932.5 木造 2階建 177.00 坪 87.00 坪 
京都共済会第七社会館 1933.3 木造平屋建 95.00 坪 55.00 坪 
風害記念醍醐隣保館 1935.11 木造平屋建 78.00 坪   醍醐学区方面委員会 
風害記念向島隣保館 
1935.10 
木造 2階建 305.00 坪   向島学区方面委員会 
風害記念横大路隣保館 木造平屋建 70.00 坪 浄眞院境内 横大路学区方面委員会 
風害記念吉祥院隣保館 木造 2階建 81.19 坪   吉祥院学区方面委員会 
風害記念上鳥羽隣保館 1935.11 木造平屋建 160.00 坪   上鳥羽学区方面委員会 
風害記念右京隣保館 1936.5 木造平屋建 600.00 坪   梅津、太秦学区方面委員会 
左京方面会館 1935.9 
不 明 不 明 




紫野隣保館（山下会館）   上京第五第六方面委員会 
富 松 会 館 不         明 平安養育院分院 
『京都市社会課季報』1927.7、p.15、 『京都市社会事業要覧』昭和十一年版、京都市社会課、1936、pp.49-50、pp.55-56、
pp.83-84、 『京都府管社会事業施設要覧』京都府学務部社会課、1936.8、 『府下に於ける隣保館並其の事業』京都府
社会課、1940   ＊風害記念隣保館は、1934 年 9 月暴風損害への義捐金を資金に建設 


















                                                 
231 『京都府社会事業便覧』京都府、1922、p.64 







236 「山口県隣保館の建設」同 1933.10、pp.16-17 
【表３－６】 名古屋市の社会館の概要 
館  名 設立 構    造 敷地面積 建 坪 職員 備          考 
中央社会館 1937.5 
鉄筋コンクリート  
地下 1階、地上 3階 
884.00坪 839.87坪 32人   
東社会館 1936.5 
木造タイル張 
地下 1階、地上 3階 
606.00坪 484.47坪 14人 
東区方面事業助成会の方面事務
所を母体に設立 








西社会館 1943.6 木造瓦葺 2階建 518.47坪 295.51坪 不明 
西区方面事業助成会により設立運
動が起き、1943年に市営で設立 
港社会館 1943.4 不  明 620.00坪 375.00坪 不明 共同宿泊施設･海風寮を改造 
『名古屋市社会事業概要』名古屋市厚生局社会部、1941、p.46、 『健民事業概要』 名古屋市健民局、1943、pp.142-153 


































市民の生活改善に適当なる事業に利用せしむること、の 5 点を掲げていた。 
「隣保改善」については、「会合講演教育演芸等の施設は其の部落の人にて融和親善せし
め精神的交流に依つて各人の生活の向上を助け相互扶助の精神を助長し知識の修練をなす
                                                 
237 『金沢市史』資料編 12 近代二、金沢市、2003、p.167 


























                                                 



























1930 年 4 月 15 日、託児所及び児童健康相談所（千田町、西平井を除く）9 ヶ所と深川
区第 5 方面事務所が市民館となった（小石川隣保館は大塚市民館に改称）244。これにより
11 館の市民館体制がスタートした245。その後、1936 年には 20 館以上を数えた【表３－
７】。 




                                                 
244 『東京市社会局年報』昭和五年度、東京市社会局、p.143 
245 『東京市社会局年報』昭和六年度、東京市社会局、p.120 

































                                                                                                                                               
中心とする環境調査」同第 9 号、同課、1936、「砂町市民館を中心とする環境調査」同第 11 号、
同課、1936 など。 
































26 中新井 板橋 
2 富川町 富川町 深川 1923.2 30.3改築 27 町屋 荒川 




28 本木 足立 
4 月島 月島 京橋 29 平井町 深川 
5 龍泉寺 龍泉寺 下谷 29.9移転 30 戸越 品川 
6 六間堀 六間堀 深川 
1925.2 
25.3廃止 31 向原 目黒 
7 二葉 二葉 本所 26.4廃止 32 入新井 大田 
8 古石場 古石場 
深川 1925.10 
30.1改築 33 品川 品川 
9 古石場第二 古石場第二 26.5廃止 34 西巣鴨 豊島 
10 押上町 押上町 本所 1926.7 30.3改築 35 渋谷 渋谷 
11 千田町 千田町 深川 1926.9 30.4改築 36 豊島町 豊島 












37 神田 千代田 
13 小石川隣保館 大塚 小石川 1928.7   38 上野 台東 




39 荏原 品川 









16   本村町 深川 1931.5 41 羽田 大田 
17   藍染町 本郷 1931.4 42 世田谷 世田谷 
18   久堅町 小石川 1931.11 43 玉川 世田谷 
19   明石町 京橋 1932.3 44 駒沢 世田谷 
20   麻布 麻布 1933.1 
市民館として 
設計 
45 野方 中野 
21   四谷 四谷 1933.3 46 杉並 杉並 
22   赤坂 赤坂 1934.12 47 三河島 荒川 
23   寺島 向島 1935.11 48 本田 葛飾 
24   板橋 板橋 1936.1 49 亀有 葛飾 
25   砂町 城東 1936.3 50 松江 江戸川 
『私たちの保育史』東京都公立保育園研究会、1980、 『託児場の栞』 東京市社会局、1925 （『私たちの保育史』所収）、『東
京府管内社会事業施設要覧（昭和九年三月）』 東京府学務部社会課、1934、 『東京市社会局年報』 （昭和五年度、六年
度） 東京市役所、 『東京市社会事業施設年表』 東京市社会局、1939  より作成 






















を受けたのは 1929 年 7 月 25 日で、1930 年 5 月 15 日までの 10 ヶ月に満たない在任期間




託児所の市民館化は 1930 年 4 月 15 日であるが、施設は遅くとも 1928 年段階から震災
復興事業の一環として計画され、賀川と安井が東京市に入るころは、耐震･耐火の鉄筋コン
クリート構造の「託児並児童健康相談所」として建設工事中であった。例えば藍染市民館





町市民館は託児所として 1928 年 12 月 23 日着工、市民館として 1931 年 8 月
13 日竣工（11 月開館）であり251、賀川～安井の市民館設置政策により、用途が変更され





249 『賀川豊彦全集』第 24 巻、キリスト新聞社、1964、p.598 
250 『堀切善次郎氏談話第三回速記録』内政史研究資料第 10 集、内政史研究会、1964、p.5、
pp.21-23 
251 藍染市民館は「東京市藍染町託児並児童健康相談所新築工事精算書」1930（東京市文書、
①営繕＊託児並児童健康相談所、冊の 2, 314.F3.2, 市昭 5-116, 693 東京都公文書館蔵マイク
ロフィルム）、久堅町市民館は「復興事務局長宛 国庫補助ニ係ル社会事業実施設計認可申請」
1930.11.1 提案（同、決裁文書添付書類「出来形概要」）による。 













































255 「小石川隣保館 いよいよ落成して開館」『東京府社会事業協会報』1928.10、p.64 
256 「小石川隣保館竣成」『社会事業研究』1928.10、p.24 
257 『事業概覧』隣保資料第一輯、横浜市第一隣保館、1928、p.8 
258 下村壽一『都市教化と婦人』都市教化の諸問題 11、中央教化団体連合会、1936、pp.13-14 





































ら、大塚市民館を除く平均坪数が、敷地 244 坪（807 ㎡）、総建坪 156 坪（516 ㎡）程度






【表３－８】東京市 市民館の隣保事業延べ利用者数（1934 年） 
館 名 託児所 夜学部 人事相談部 その他 計 
月島 28196 8326 330 42392 79244 
明石町 17256 5493 111 25483 48343 
白金三光 15561 29 57 5367 21014 
麻布 23405 3440 25 1039 27909 
赤坂 1550 1100 32 1844 4526 
四谷 25603 809 91 870985 897488 
東榎町 17521 7157 3 9880 34561 
大塚 30600 75000 13500 113500 232600 
久堅町 14132 5469 1562 0 21163 
藍染町 17347 10737 2205 21612 51901 
龍泉寺町 25347 6670 51 2645 34713 
玉姫町 17909 7874 1456 2929 30168 
江東橋 28033 2643 140 9931 40747 
押上 18168 22522 47 2461 43198 
古市場 22142 9860 55 13746 45803 
本村町 29539 8541 356 7736 46172 
千田町 13791 0 96 723 14610 
富川町 28326 0 772 16090 45188 
計 374426 175670 20889 1148363 1719348 
『昭和九年 東京府統計書』 東京府、1936 より作成 （人） 
 






【表３－９】 東京市市民館の施設規模（1934 年現在） 
館 名 敷 地 総建坪 運動場 構 造 館 名 敷 地 総建坪 運動場 構 造 
月 島 180 196 63 
ＲＣ造 
2階建 
久堅町 200 123 1 
ＲＣ造 
2階建 
明石町 203 184 0 藍染町 200 112 0 
白金三光 274 122 152 龍泉寺町 185 134 0 
麻 布 300 166 90 玉姫町 185 128 0 
赤 坂 322 149 0 江東橋 258 177 105 
 四 谷 543 332 100 押 上 229 122 100 
東榎町 116 122 55 古市場 252 133 119 
大 塚 1749 908 500 
ＲＣ造 3階
建＋地階 
本村町 306 164 183 
大塚を除く 17館の平均…… 
敷地 244坪、総建坪 156坪、運動場 65坪 
『昭和九年 東京府統計書』 東京府、1936 より作成 
富川町 279 192 120 
千田町 122 92 25 
木造瓦葺 
3階建 




























































やすい建築が求められている。1926 年～1940 年と 1946～1952 年に大阪北市民館で勤務
した鵜飼貫三郎は、北市民館について「この地域にやって来て市民館に入ってみるとです 




266 同 pp.14-15、pp.29-31 
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【表３－１０】  東 京 市 市 民 館 の 部 屋 構 成 
  玉姫町 本村町 藍染町 久堅 明石町 四谷 赤坂 寺島 板橋 品川 城東 
遊 戯 室 1 1 1 1 1 1 1   1 1 1 
遊戯室 兼 講堂               1       
保 育 室 2 1 ＊2 2 1 ＊3 ＊3 ＊2 ＊2 ＊2 ＊2 
乳 児 室 1 1 1 1   1 1   2 1 1 
匍 匐 室 1 1 1 1 1   1 1     1 
日 光 浴 室 1                     
保 母 室       1           1   
調 乳 室     1       1 1 1 1 1 
教   室           1 1 1 1 1 1 
授 産 室           1 1 1 1 1 1 
倶 楽 部 室           1 1     1   
法律相談室   1 1 1               
健康相談室 1 1 1 1       1 1     
相 談 室       1   1 1     1 1 
待 合 室 1 1 1 1             1 
廉 売 場                 1     
和   室   1     1             
控   室     1                 
予 備 室 1       1             
事 務 室 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 
小 使 室 1 1 1 1 1   1 1 1 1 1 
宿 直 室   1 1       1 1 1 1 1 
調理・炊事室等 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 
浴   室 1   1 1     1 1   1 1 
乾 燥 室             1         
不明（判読不能） 2         4     1 1   
＊印は遊戯室に間仕切りのみで接する保育室。 東京都公文書館蔵マイクロフィルム、東京市文書「東京市本村町託
児並児童健康相談所新築工事大要」1930（①営繕＊託児並児童健康相談所・市民館 冊の 1、317.B4.8,市昭 8-93,611）、
「東京市藍染町託児並児童健康相談所新築工事精算書」1931（同 689）、「板橋市民館新築工事平面図」1935（①営
繕＊託児並児童健康相談所・市民館 冊の 2、318.A2.6,市昭 10-115,029K）、「赤坂市民館平面図」「赤坂市民館電
燈配線図」（同 353）、「向島市民館新築工事平面図」1935（同）、「浅草区玉姫町託児並児童健康相談所新築設計
図」（①営繕＊託児並児童健康相談所・市民館 冊の 3、318.A2.7,市昭 10-115,588）、「東京市明石町託児並ニ児童
健康相談所新築工事大要」東京市建築課、1930（①営繕＊託児並児童健康相談所・市民館 冊の 1 の 2、314.F3.1,市
昭 5-116,194）、「東京市久堅町託児並児童健康相談所新築工事大要」（①営繕＊託児並児童健康相談所・市民館 冊
の 3、315.B4.4,市昭 6-102,82）、「四谷市民館設計図」1932（①営繕＊託児並児童健康相談所・市民館 冊の 2、316.E7.9,
市昭 7-172,649-650）、城東市民館（①営繕＊託児並児童健康相談所・市民館 冊の 4、318.A2.8,市昭 10-116） 



























建   築   年 1925 1923 1924 1935 1925 1937 1925 1925 
機
能 
主な部屋名 2 階建 2 階建 2 階建 2 階建 平屋 平屋 平屋 2 階建 
集会 集 会 室 
○○ 
      
○○ ○○ 





遊 戯 室 ○ ○ ○ ○ ○ 
保 育 室 ○ ○ ２ ○ ○ ○ ３ ○ ４ ○ ○ 
遊戯・保育室の一体化 可 可 可 不可 不可 不可 可 可 
乳児室・匍匐室 ○       ○ ○     






教    室 ○○ ○ ○ ○ ４         
図 書 室 ○ ○ ○ ○ ○○   ○○ ○ 
授産室・裁縫室     ○ ○ ○       
娯楽室・倶楽部室 ○○ ○ ２ ○○           
会 議 室 ほ か ○○ ○ ○○ ○       ○ 
相談 相 談 室 ○○ ○ ○ ○     ○ ○ ２ 
消費 白米販売所   ○   ○         






台所 ・ 炊事場 ○ ○     ○ ○ ○ ○ ２ 
食    堂   ○ ○○   ○○       
手洗場・洗面   ○ ○ ○ ○       
浴    室 ○ ○ ○   ○ ○ ○ ○ 




事 務 室 ○ ○ ○ ３ ○ ○○ ○ ○ ○ 
保 母 室 ○     ○ ○ ４   ○○２   
応 接 室 ほ か   ○     ○○     ○ 
小使室・宿直室 ○ ○ ２ ○ ３ ○ ２ ○ ○ ○ ○ 
 
玄   関 2 3 5 3 4 2 1 3 




＊ 珠算神社併設、 ＊＊ 他に母子室 1、2、プール、 ＊＊＊ 別棟で第 1・2小住宅式母子ホーム 
































大阪の市民館は、1921 年設置の北市民館から 1942 年設置の西淀川市民館まで分館を含
め 14 館あったが、戦時中に 10 館が内職斡旋所に転用され、残る 4 館中、北市民館を除く
3 館が空襲で焼失した。 
                                                 






『東京社会福祉史研究』第 5 号、2011、p.16 
272 「大塚方面館を改造の段取り 軍事援護館 近く正式決定」『東京朝日新聞』1938.3.25 
273 「至れり尽せりの市軍事援護館 遅くも来月に店開き」『東京朝日新聞』1939.10.4 












人が歩く速さを平均時速 4.5kmとすると、8町は約 873m、徒歩 12分程度、10町は 1,090m、
徒歩 15 分程度の距離である。なお、京都市の公設市場の利用範囲は周辺 5 町程度であっ
たという277。 
東京市の市民館は、新聞で「五町を半径とする円内ごとに一市民館を設置」する計画が
報道されている278。5 町は約 545m、徒歩 7 分程度である。実際に設置された市民館の対
象地域を四谷、寺町、砂町の 4 市民館にみると【表３－１２】、1～4 平方 km のため、概














                                                 
274 『日本社会事業年鑑』昭和八年版、中央社会事業協会、p.328 
275 「北市民館ノ現状言上書」1929、大阪市役所（大阪市公文書館蔵、整理番号 13982） 
276 「北市民館ノ現状」1935.11.10 付、大阪市役所（大阪市公文書館蔵、整理番号 13989「昭
和十一年市民館使用絛例」文書綴） 
277 松下前掲 p.11。なお、全国 1790 の幼稚園･託児所施設対象の戦時期の調査では、託児所の
通園圏は 1km 以内が最も多く、続いて 1.1～2.0km となっている。都市では徒歩通園時間 10
分以内、距離約 500m 以内が約 8 割である（『本邦保育施設に関する調査』中央社会事業協会
社会事業研究所･愛育会愛育研究所、1940～42 年調査、1942、『戦前日本社会事業調査資料集
成』第 9 巻、勁草書房、1994、p.864 所収） 
278 「子供の楽園 どんどん殖える細民街の市民館 市民教化の中心に」『東京朝日新聞』
1931.9.19 





を中心とする環境調査』同 8 号、東京市社会局庶務課、1934、『寺島市民館を中心とする環境調査』同 9
















8,614 世帯、41,575 人 





































面積約 5 町平方 
0.05
㎢ 
約 6,000 人 
職工、自由労働者、行商、
露天商等 




























和田堀  和田堀小住宅一円 面積約 6 町歩 
0.06
㎢ 




面積 7,352 坪 
0.02
㎢ 
約 2,220 人 
労働者、職工、下級俸給生
活者等 
『東京府社会事業協会一覧』 東京府社会事業協会一覧、1927 より作成 



































                                                 
279 池田敬正『日本社会福祉史』法律文化社、1986、p.584 
280 住友陽文『皇国日本のデモクラシー』有志舎、2011、p.160 
281 小路田泰直「米騒動はなぜ起こったか」吉村武彦ほか編著『日本の歴史を解く 100 話』文
英堂、1994、p.381（『大阪朝日新聞』神戸附録 1917.6.16）、小路田前掲『日本近代都市史研究
序説』p.234（青年雄弁会編『浜口雄幸氏名演説集』春江堂、1930、p.350） 
282 前掲「子供の楽園 どんどん殖える細民街の市民館 市民教化の中心に」 
283 前掲『東京市社会局年報』昭和六年度、p.120 
284 「市民館事業概況」『東京市公報』1934.1.25、p.143 




































                                                 
285 安井誠一郎『社会問題と社会事業』三省堂、1933、p.305 
286 「かはつた卒業式」『東京朝日新聞』1931.4.1 
287 「市民館の料理講習」同 1931.7.4 
288 「無料で結婚式場提供 四谷市民館の新しい試み」同 1933.5.3、「市民館での初結婚 式場費
金弐円也」同、1933.5.30 
289 大阪でも下層社会より広い対象範囲が認められる。大阪北市民館の講演会参加者は、労働
者･俸給生活者 3 割、学生 2 割、「雑業者」1 割、無職者 1 割であった。（大阪市社会部調査課『余
暇生活の研究』弘文堂書房、1923、p.146。住友前掲 p.160） 













職    業 年    齢 
職 工 26 0 14歳 0 0 3 
商 業 5 0 15歳 0 0 4 
店 員 2 0 16歳 0 6 3 
事務員 3 15 17歳 0 4 6 
家事手伝 0 14 18歳 4 7 8 
製本職 0 6 19歳 0 8 2 
ミシン職 0 6 20歳 3 5 4 
女 工 0 5 21歳 8 7 
7 
女 中 0 3 22歳 7 2 
その他 3 3 23歳 4 4 
合 計 39 52 24歳 3 1 
住    所 25歳 0 3 0 
区 内 26 41 26 歳以上 5 5 1 
市 内 2 7 その他 5 0 0 
市 外 11 4 合 計 39 52 38 
合 計 39 52 学    歴 
   
尋小修 0 0 3 
 
  （単位 ； 人） 尋小卒 13 28 27 




（1930 年 12 月末現在） 
高小卒 20 10 0 
実業卒 4 0 0 
女中退 0 3 0 
女 卒 0 11 0 
その他 2 0 0 
合 計 39 52 38 
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16181 「全部」 乳 児 32584 
大正記念会 12 ( － ) 15800 大正記念館 栄養食 126262 
  
時事問題講座 7  ( 14) 5577   牛乳受給者 115371 




勤労婦人講座 69 (138) 4268   編物講習 97 (1404) 16123 「殆全部」 
婦人講座 25 (238) 3377 「全市民館」 速記術講習 30 ( 432) 5282 「半数」 
実務講座 14 (189) 3153   料理講習 44 ( 333) 5121 「約三分ノ一」 
珠算講習 59 (533) 2782 「全部」 染色講習 6 (   91) 912 「一部」 
労働講座 63 (126) 2630   マッサージ講習 3  (  40) 443 明石町 
書道講習 85 (769) 2080 「全部」 洋裁講習 2  (  21) 216   
公民講座 12 (172) 2071 「大半」 刺繍講習 3 (   30) 205 「一部」 
青少年講座 16 (347) 1892   紋染講習 1  (  24) 120   
簿記講習 14  ( 98) 1642 「一部」 ミシン講習 3  (  16) 108 玉姫 
就職準備講座 3  ( 64) 1097 古石場 簡易授産（編物、裁縫等） 2499 
  
図書指導 12 (150) 1084 明石町 簡易授産（製作品並加工品） 3073 
社会問題講座 2  (   4) 941   
日用品廉売 
白米 受給者 11735 
常識講座 3  ( 36) 917   味噌・醤油 1001 
国語講座 7 (112) 904 押上、千田町 無 料 理 髪 2480   
美容術講習 2  ( 34) 863 大塚 協 同 組 合  組合数 15 （貯金 14 、 福利 1 ） 




細民地区巡回慰安会 78 49137   
労働者指導講座 5  ( 82) 410 久堅町 慰 安 会 136 35233 
「各市民
館」 
独乙語講座 3  ( 46) 393 大塚 自由労働者慰安会 68 19173   





集    会 756 回 37000 「大半」 
工業講座  2  ( 34) 320 押上 主婦ノ会 11 団体 3314   
修養講座 5  ( 33) 296   少年少女クラブ 8 769   
政治学講座 2  ( 28) 277 「一部」 女子青年クラブ 9 692   
健康講座 2  (   6) 247   男子青年クラブ 10 472   
楽典研究 2  ( 28) 148 「一部」 戸主ノ会 1 135 玉姫 
茶道講習 1  (   8) 40    
 
貸事務室 900  
 体育施設 体育講習 57 回 4648  1147 時間 教  室 316 





















家庭訪問 13752   体 育 室 291 
成人健康相談 5322   ホ ー ル 101 
歯科診療 2116 江東橋、月島他 其他（和室、講習室、保育室等） 71 
職業指導並相談 1927 
  
集 会 室 64 
法律相談 1521 宿 泊 室 56 
身上相談 1182   講  堂 51 
妊産婦相談 1050 「半数」 社 交 室 39 
「市民館事業概況」（最近 1 ヶ年間）『東京市公報』No.2363、1934.1.25、pp.141-143 より作成（件） 
※ 千田、藍染、大塚、久堅、富川町、白金三光町市民館 
【表３－１６】 大塚市民館の教化事業の内容と講師 （1930年度） 
科  目 時間 講           師 科  目 時間 講           師 
市  民  学  院 勤 労 婦 人 補 習 夜 学 
英  語 
33 庄野 数彦   衛  生 20 中野凖三郎 薬剤師・方面委員 
21 岡   邦俊 セツラー・文学士 家庭経済 10 福田  栄一   
社 会 学 24 磯村  英一   読書（上級） 10 岡    邦俊 セツラー・文学士 
社会問題 20 小島  幸治 東洋大学教授 読書（下級） 10 飯沼  美包 嘱託 
法  制 18 千原 要   算  術 8 佐藤  季治 主任 
経  済 16 佐藤  季治 主任 法制一般 7 庄野  数彦 法学士 
公 民 科 
13 内片  孫一 館長 作  文 6 神田荒太郎 嘱託 
13 菅原亀五郎 嘱託 修  身 5 内片  孫一 館長 
自然科学 12 西川 裕 東京工業大学嘱託 外 人 接 客 従 事 員 養 成 講 習 会 
体  育 11 前原  武夫   
英  語 
53 内片  孫一 館長 
歴  史 10 二宮  徳馬 文部省嘱託 20 佐藤 利 マスターオブアーツ嘱託 
音  楽 10 下和田速男 修養団本部 英語会話 50 J・H・コース 立教大学講師 
政  治 8 高橋  清吾 早稲田大学教授 外国事情 40 布   利秋   
科  外 24 （諸名士）   
内外作法 
     其 他 
31 
吉田  団輔 
鉄道省国際観光局 
家 政 講 習 会 長谷川雄三 
裁  縫 44 丸井 まさを   山中  忠雄 ジャパンツーリストビューロー 
手  芸 20 金澤  静子 和洋手芸普及会主 外人心理 30 布   利秋   
廃物利用 20 中林  金六 市嘱託 帝国地誌 24 平井  義富 鉄道省国際観光局 




石井  春吉 二葉亭支配人 
体育舞踊 18 恒吉  隆子 日本女子大学講師 石井  忠雄 松屋呉服店青年訓練主事 
婦人常識 16 内片  孫一 館長 
    
音  楽 10 小鷹  直治 大塚小学校訓導 
 家庭衛生 10 齋藤 潔 聖路加病院医学博士 
科  外 6 （講話）   
   
   
95 
 
      









































                                                 
290 岡弘毅「都市隣保館に於ける授産施設に就きて」『社会事業彙報』1935.4、p.8 
291 「中産階級を守る市の消費組合網 八市民館が試験台」『東京朝日新聞』1931.11.17 
292 「悲鳴をあげる小売商人の味方」『東京朝日新聞』1934.2.23、「大塚市民館の新しい試み」
『東京市公報』1934.2.24、p.354、大迫元繁「小売業者はどこへ行く？」同、p.355 
293 「小店員の商店実務夜間講習 於藍染町市民館」『東京市公報』1934.6.19、p.1144 
294 「社会教化より福利施設へ 妊産婦助産組合生る 全市民館の一大進出」『東京市公報』
1934.3.17、p.501 





















































































                                                 
299 「生れ代つた市民館の大仕事 『中産』よりもカード階級へ」『東京朝日新聞』1935.5.16 
300 鈴木とく『感傷 ほいく野 迷いあるき』全国社会福祉協議会、1975、pp.226-231 




































                                                 
301 大岡聡「戦間期都市の地域と政治」『日本史研究』464 号、2001.4 
302 小路田泰直『日本近代都市史研究序説』柏書房、1991、pp.15-16 
303 同 pp.158-164 
304 財部叶「伸び行く市民館事業」『東京市公報』1934.1.25、p.141、「妊産婦助産組合生る」
同 1934.3.17、p.501 



































                                                 




館分館の開館は 1932 年であり、年の前後関係が矛盾している） 
308 「綜合的乳幼児院の増設運動起る」『東京朝日新聞』1937.5.26 
309 松下孝昭「都市社会事業の成立と地域社会」『歴史学研究』2008.2、pp.1-2、p.19 
310 杉本弘幸「1920－30 年代の都市社会事業経営と市政」『新しい歴史学のために』264 号、
















































































 また、埼玉県川口町では、社会民衆党が 1932 年の町会議員選挙スローガンに「民衆本










































































佐賀朝は、1926 年 2 月に開館した大阪の天王寺市民館を例に、施設を介して住民の生
活や行動形態に影響した点を明らかにしている326。 


















れる（第 4 節参照）。 
 中間層にとっても、施設は生活難を緩和する期待を寄せる対象であった。行政が「上か
ら」施設を投下したり、方面委員をはじめとする地域支配層や議員が施設設置を希求した
                                                 
325『紀伊毎日新聞』1918.9.14（松尾尊兊『大正デモクラシー』岩波書店、1974、同時代ライ
ブラリー版、1994、pp.190-191） 
326 佐賀前掲 p.296 
327 『密住地区居住者の労働と生活』労働調査報告第 36 号、大阪市社会部調査課、1925、
pp.303-304（位置図は p.33） 
328 佐賀前掲 pp.324-325 
329 同 p.399。大阪の都市地域社会については、酒井隆史『通天閣 新･日本資本主義発達史』青
土社、2011 も参照。 
330 前掲『北区史』通史編 近現代、p.325。会館は労働学校の会場でもあった（第 6 章【表６
－３】）。 
331 同 p.323 














東京府は同潤会に委託して、不良住宅地区改良事業として三河島町 8 丁目、9 丁目の千
軒長屋のスラムクリアランスを行い、1932 年に 310 戸のアパート建設に着工した。三河



























生活誌』第 6 巻、三一書房、1987、pp.396-407） 

























1932 年 3 月末現在の市民館の職員体制は、15 館中 13 館が「館長、指導手、保健婦、














337  『昭和九年 東京府統計書』 東京府、1936、『大阪府統計書』昭和十年版、1937 
338 内片孫一発言「セッツルメントの実際（座談会）」『社会事業』1930.6、p.81 





     
館 名 










住込  計 11人の内訳 
＝ 保母 3、助手及小使 3、 
事務員 2、産婆 1、 
図書部事務員 1、主任 1 
Ａ Ｂ 計 Ａ Ｂ 計 
南千住 10 1 11 1 1 2 13 5 
王 子 7 11 18 1 0 1 19 2 
大 井 7 24 31 0 0 0 31 5 
大 島 7 2 9 1 0 1 10 3 
和田堀 4 4 8 5 0 5 13 3 
尾 久 4 0 4 2 0 2 6 0 















館  名 館長名・職員数① 住込② 通勤② 館  名 館長名・職員数① 住込② 通勤② 
 月 島 丸井玄信、11 0 29  藍染町 菅原亀五郎、11 0 13 
 明石町 川並香順、19 1 17  龍泉寺町 高宮五郎、12 0 10 
 白金三光 折田千春、１１ 0 4  玉姫町 今野壽、11 0 13 
 麻 布 田澤三郎、10 0 15  江東橋 齋藤一暁、11 0 139 
 赤 坂 （不明） 0 8  押 上 近藤誠一郎、14 0 9 
 四 谷 菅美定、10 0 12  古市場 辻松一、10 0 6 
 東榎町 小野盤彦、不明 1 11  本村町 安達正太、10 0 23 
 大 塚 大迫元繁、12 0 74  千田町 佐藤季治、5 0 8 
 久堅町 眞木要、10 1 10  富川町 鎌田海北、12 1 17 
住込 0.9％、  通勤 99.1％ 4 418 
① 『東京府管内社会事業施設要覧』昭和九年三月、東京府社会課、1934 
    館長名の右の数字は同史料記載の職員数（兼任含む） 
② 住込・通勤のデータは、『昭和九年 東京府統計書』 東京府、1936 
（人） 







































                                                 
341 半谷玉三『大都市社会事業視察報告書』1931（『戦前社会事業調査資料集成』第 10 巻、勁
草書房、1995、p.933） 
342 「方面委員及一般社会事業施設ニ関スル質疑応答」1929.9.20（『東京市会史』第 7 巻、東
京市会事務局、1938） 


































                                                 
343 座談会「『教育福祉』問題の現代的展望」1973.11 開催（小川利夫『社会福祉と社会教育』







村嶋帰之著作選集第 5 巻、柏書房、2005、p.204） 






































                                                 
349 大阪セツルメント協会「はしがき」『社会事業研究』1929.5、p.12 














































                                                 
353 「横浜市公衆集会所管理規程」1924 
354 同 pp.84-85 
355 吉見静江発言「隣保事業座談会」（1936.10.9）『社会福利』1936.12、p.71 


































                                                 
356 森田明美「わが国における戦前セツルメント活動の実証的研究（一）」『清和女子短期大学
紀要』16 号、1987、pp.130-131 
357 『日本社会事業年鑑』大正 14 年版、大原社会問題研究所、p.18 
358 小林正金「日本に於けるセッツルメント事業は」『社会事業』1930.6 
359 牧賢一「無産階級の自己解放に参与するセツルメント事業」『社会事業』1928.7、p.26 
360 森田前掲 p.131 




















































































                                                                                                                                               
366 早崎八洲「都市社会事業『40A.D.』」『社会事業研究』1931.2、pp.52-53 
367 賀川豊彦「貧民窟殖民館の事業に就て」1919（『賀川豊彦全集』第 8 巻、1962、p.495） 
368 早田正雄「隣保事業戯論」『東京府社会事業協会報』1928.11、p.27 
369 小林前掲 p.76 
370 半谷玉三『大都市社会事業視察報告書』1931（『戦前社会事業調査資料集成』第 10 巻、勁
草書房、1995、pp.945-958） 
371 猪間驥一「東京市社会事業一面観」『都市問題』第 6 巻第 6 号、1928、pp.67-68 
372 磯村英一「帝都社会事業の地方分権確立に就いて」『社会福利』1933.11、pp.3-4 






































                                                 



















































                                                 
377 田中前掲 p.1635 
378 財部叶「伸び行く市民館事業」『東京市公報』1934.1.25、p.140 
379 牧前掲 p.180 
380 同 pp.174-177 
381 猪間前掲「東京市社会事業一面観」p.68 
382 磯村英一「ソーシャル・センターとしての社会事業」『東京府社会事業協会報』1928.5、p.50 









































































 このように、磯村は 1927 年から翌年 5 月にかけて、区役所をソーシャル･センターとす
る構想を示して施設を不要とし、組織に着目していた。ところが、1928 年の秋ごろから公
営セツルメントを消極的に是認する。その論理は以下の通りである。 













389 同 p.48 


















































































                                                 
392 安井誠一郎『社会問題と社会事業』三省堂、1933、pp.309-310 
393 同 p.308 
394 財部前掲 pp.140-141 
395 大阪セツルメント協会（賀川豊彦、志賀支那人ほか執筆）「セツルメントの建物と設備」『社会
事業研究』1929.5、p.21 













                                                 






【図５－２】 小石川隣保館事業一覧 （『小石川隣保館概要』東京市役所、1928） 







































                                                 
399 同 p.63-64 
400 米谷豊一「隣保事業の発生的考察」『社会福利』1936.10、p.47 










































                                                 
401 湯浅恭三「トインビーホールを中心として見たる英国セツルメント事業」『社会事業研究』
1929.3、p.42、p.47、「同（続）」同 1929.4、pp.57-59 などで紹介されている。 
402 池田敬正『日本社会福祉史』法律文化社、1986、p.581 
403 大林宗嗣『セッツルメントの研究』同人社、1926、pp.155-159、p.205 
404 同 pp.202-203 
405 同 pp.41-43 
406 同 p.4 
407 同 p.233 











































                                                 
408 同 pp.156-157 
409 小島幸治「教育的セットルメント問答」『社会事業』1928.1、p.18。以下、小島の引用部分
は同 pp.18-25 































































































































                                                 
414 藤田秀雄『社会教育の歴史と課題』学苑社、1979、pp.49-51、大串隆吉「労働者教育」『東






















































422 『最近社会運動 第一編 本邦最近の社会運動』協調会、1929、p.965 
























また、東京府社会事業協会は 1921 年から計画立案を始め、1923 年の交隣園（南千住隣
保館）を手始めに、都市スラムに 6 館の公営セツルメントを建設した430。 







                                                 
423 窪田静太郎･今井政吉『貧窮』現代社会問題研究 第 2 巻、冬夏社、1920、pp.240-242 
424 「世界の社会事業施設をば調査研究してきた小田文学士の談」『大阪毎日新聞』1926.4.22 














































                                                 
433 志賀志那人「セツルメントによる教育」『社会事業研究』1930.8（『山口正 志賀志那人集』














































                                                 
441 左右田喜一郎「横浜社会館開館式に際して」（神奈川県匡済会報告第 2 号、1921）『左右田喜一
郎』第 3 巻、岩波書店、1930、pp.604-605 






















野公園内に建設した東京自治会館である。平和記念東京博覧会（1922 年 3 月～7 月）の東
京市特設館を後藤提案により再利用し、1922 年に社会教育課へ移管、翌年に開館した450。


















東京都公文書館蔵マイクロフィルム「①博覧会＊平和記念東京博覧会 全 1 冊 大正 10 年～大




451 関直規「戦前大都市社会教育施設に関する一考察」『日本公民館学会年報』第 5 号、2008




452 『昭和三年 東京市政概要』東京市役所、1928、p.127、同 1929、p.137 



















千葉県銚子町（1933 年より市制）の濱口儀兵衛（1874 年～1962 年）は、1928 年に濱
口儀兵衛商店を株式会社に改組･近代化して、現在のヤマサ醤油株式会社を発足させた455。
「醤油王」とも呼ばれた彼は、事業の成功をもたらした郷土への「報恩」を社会教育に託
す案を 1924 年に計画、翌 1925 年に私財 30 万円を投じて、図書館等によって「教育的ニ
社会ヲ裨益」することを目的とする財団法人公正会を設立した。 
1926 年には、建築面積 286 坪･鉄筋コンクリート 2 階建の公正会館を建設した（髙橋清
輔設計）。図書室･集会室･社交室･教室･事務室･主事室･応接室等に加え、2 階には約 500


























職員には小山文太郎初代主事･館長（任 1926 年～1932 年）や、評論家で戦後東洋大学













1927 年は戦前日本で最長の 216 日間に及ぶ大
ストライキとなったが、組合側の惨敗に終わっ
た。 
 1927 年の争議に先立ち、1926 年に醸造家を
中心に財団法人興風









必要もあった。野田は労働者の 8 割が県外出身、銚子は 1 割未満とされ、雇用関係にも違
いがあり、2 つの町は地域の社会的背景や条件が異なっていたといわれている457。 
1929 年に総工費 15 万円をかけて、興風会館が野田醤油株式会社の隣地に建設された。
建物は「ロマネスクを加味した近世復興式」（大森茂設計）、建築延坪約 562 坪で、鉄筋
コンクリート 4 階建（地下 1 階）の、「千葉県庁に次ぐ大きな建物」といわれた【図６－




457 手打前掲 p.152 
 
【図６－１】興風会館（2007 年筆者撮影） 















































































                                                 
458 藤田前掲 pp.49-51 
459 大串前掲『日本社会教育史と生涯学習』pp.30-31 





463 片山潜「労働倶楽部の必要」『労働世界』第 29 号、1899.2.1（片山･西川光次郎『日本の労
働運動』（1901）岩波書店、1952 所収、pp.186-187）。ほかに、片山「再び労働倶楽部の必要」
『労働世界』第 30 号、1899.2.15、同「労働倶楽部」同第 32 号、1899.3.15 
464 以下、鈴木の労働倶楽部実践については、鈴木文治『労働運動二十年』一元社、1931（1985
復刻版） 





































                                                 
465 小川利夫「社会教育期の時代的性格と構造的特質」『日本近代教育百年史』第 7 巻、国立教
育研究所、1974、pp.752-753 
466 前掲『最近社会運動 第一編 本邦最近の社会運動』p.960 
467 木村盛「我等の七難」『労働学報』第 14 号、日本労働学校出版部、1926.6（『本邦労働学校
概況』労働者教育資料 No.13、協調会、1929 所収、pp.31-32） 
468 花香実「日本労働学校の開設をめぐる若干の問題」『法政大学文学部紀要』第 28 号、1982 




労 働 学 校 名 施 設 名 






























































































動史』第 1 巻 戦前篇 上、有斐閣、1986、『日本労働年
鑑』大原社会問題研究所、『労働年鑑』日本労働総同盟
出版部･産業労働調査所、『労働年鑑』協調会、『労働』
の 1922 年～1934 年のデータ・記事ほかから作成 











惟一館はジョサイア･コンドルの設計になる木造 2 階建の会館で、4 つの講義室、図書閲
覧室、教師室、学生室など、教育の施設環境があった。この特徴こそが、労働倶楽部や労
働学校の会場として、広くは社会労働運動の場としての利用を可能にしたといえる。 


















                                                 




会では、総支出 24 円 63 銭のうち 18 円 86 銭（76.6%）が会場経費であった（前掲『労働は神
聖なり、結合は精力なり』pp.189-190）。 
472 『労働年鑑』大正十四年版、日本労働総同盟出版部･産業労働調査所、1925、p.361 
































を迎えたのは 1931 年 9 月である。 
ところで、戦前の労働組合は不動産登記ができなかった。そこで会館を財団法人とした。
寄附行為は「労働者ノ地位ノ向上、教育、相互扶助等ノ事業ヲ行フ」と謳い、事業には「労















「兵庫労働会館落成式に寄せられた祝辞」同 1935.1 など）。 


























 その後、戦時体制が進み日本労働学校は 1939 年に閉鎖された。総同盟も 1940 年に解散









建設と労働講座の開設を謳っていたが483、連合会は 1921 年に解散した。同年 11 月に西尾































の施設借用により 1922 年 6 月に大阪労働学校が開校した。毎月の授業料収入約 25 円、支
出 35 円の赤字経営で、支出には講師謝礼や家賃 40 円が含まれていなかった。電灯料さえ
支払えず、1924 年に立ち退きを余儀なくされた。労働者教育に必要な施設確保がいかに困
難であったかが分かる。次に、同区江成町の購買組合友愛社 2 階の 6 畳と 3 畳の 2 間に移
った。「入学者四十六名をあの狭い二階に鮨詰に収容し」たという表現に、その狭さが表れ












約 8 年間使用された。大阪労働学校はここに初めて専有の独立施設を持ったのである。 
13 年にわたり 1 回も休まず無給で大阪労働学校の講師を務め、経営委員としても一貫し
て実質的に学校を支えたのが森戸辰男であった486。彼は物心ともに援助を惜しまず、夫人
が 1932 年に校舎改築基金を寄附し改築が実現した。当初の計画は鉄筋コンクリート 3 階
                                                                                                                                               
労働学校出版部、1931（村嶋帰之執筆部分）（前掲『大阪労働学校史』所収、p.8）以下、大阪労
働学校については、特記なき限り『大阪労働学校史』pp.8-26 
484 『大阪社会労働運動史』第 1 巻 戦前篇 上、大阪社会運動協会･有斐閣、1986、p.944 
485 前掲『大阪労働学校史』pp.262-283 
486 二村一男「大阪労働学校の人びと」『法政通信』No.123、1982.7 
   
143 
 
建だったが、資材値上がりのため木造 2 階建（約 35 坪）となり、1 階に診療所、事務所、
主事居室、2 階に大、中、小の講堂が計画され、1934 年 1 月に新館が落成した487。 
新館が事業を展開するころに、戦時体制の影響を受けて労働学校入学者が下降し始める
488。大阪労働教育会館は全国労働会館運営の委託を受け、同館 2 階へ 1937 年に労働学校
を移転、大阪労働教育会館は大衆診療所になった。同年、大原社会問題研究所が東京に移
転し、高野岩三郎、森戸などの経営･講師陣が大阪を離れたため、労働学校の退潮は決定的






どを有する総合的な 3 階建の大規模労働会館として計画された。 
学校閉鎖後、全国労働会館 2 階の校舎部分は、1939 年から 6 年間大阪市社会部福利課
所管の授産場に使われ、1944 年には会館自体を大阪市に譲渡した。大衆診療所として継続






















                                                 
487 前掲『大阪労働学校史』p.104 
488 以下の経緯については、前掲『大阪労働学校史』pp.161-165、及び、前掲『大阪社会労働
運動史』第 2 巻 戦前篇 下、pp.1948-1949 
489 「会館建設に当りまして」全国労働組合同盟大阪連合会労働会館建設委員会、1933、大阪
府立大学人間社会学部図書室 長尾文庫蔵（C0172）
http://www.osakafu-u.ac.jp/library/collection/nagao/Flyer_15.html（2013 年 11 月 5 日閲覧） 
490 森戸辰男「我国に於ける労働者教育について」『月刊大原社会問題研究所雑誌』第 1 巻 第 2
～4 号、1934.8（前掲『大阪労働学校史』p.234） 






























                                                 









働運動史研究』第 31 号、労働運動史研究会、日本評論社、1962.5） 
495 浅野研眞『労働学校研究』三田書房、1925、p.201 
496 行政が行う労働者教化の会場は、学校の校舎が利用された。例えば、1932 年度の文部省が
主催して各自治体に委嘱した労働者補導学級の会場は、11 ヶ所中 8 ヶ所が小学校をはじめとす
る校舎であった（『労働年鑑』昭和八年版、協調会、1933、p.299）。 

























埼玉県川口町（1933 年より市制施行）では、労働会館の建設運動が 1927 年 8 月ごろに
起こり、1928 年 11 月に川口労働会館が開館した（スレート葺木造 2 階建）。会館は、労
働組合事務所をはじめ、「相談所、小集会所、住宅、売店等に使用され二階は日本まで労働
公民学校の教室、幹部会、研究会、講演会、娯楽室等に使用されて居」た499。 
川口ではすでに 1927 年初夏から労働者教育として短期講座が開催され、1928 年に埼玉






                                                 




499 前掲『川口鋳物業に於ける労働運動十年史』上巻 pp.309-310 
500 同 pp.319-320、p.332 
501 「会館めぐり 町の名所となつた川口労働会館」『労働』1934.2 




川口町に隣接し 1933 年の市制施行時に合併した南平柳村では、南平柳公会堂が 1929



































                                                 
502 前掲『川口鋳物業に於ける労働運動十年史』上巻 p.341 
503 同 p.309、pp.314-316 
504 「労働組合は労働者の学校 理論と実際の教育」『日本労働総同盟の活動』日本労働総同盟
本部、1932、p.20（友愛労働歴史館蔵） 
505 鈴木前掲『労働運動二十年』（復刻版 p.337） 
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惟一館 1894 年 
財団法人日本労働会館 
改 築 1931 年 
東京市芝区三田四国町 


















2 階 講堂、控室 2 間 
1 階 事務所、応接室、管
理者居室 3 間 
神奈川労働会館（川崎分
館）新築 1926 年、改築 1931
年、川崎市新川通 
2 階 日本間 2 間、応接室 
会議室、講堂（200 人） 























務所、娯楽室 2 間 
1 階 講堂、管理人居室 
兵庫労働会館（兵庫分館）
1934 年、神戸市 
2 階建 消費組合店舗ほか 
西宮労働会館（西宮分館） 
1936 年、西宮市 
2 階建 講堂（40 畳）、事
務室、会議室、娯楽室、
応接室、宿直室、浴室 











































































































                                                 
506 前掲『財団法人日本労働会館六十年史』pp.89-101、「座談会 我支部の教育運動を語る」『労
働』1935.11（穂積七郎、谷川甲子松、松岡駒吉、齋藤健一ほか） 




【表 6－3】1938 年度日本労働学校短期講座の会場 
地 方 名 ・ 開 催 回 数 会    場 
本校（東京市芝区）12 日本労働会館 
北豊島地方（滝野川区）9 北豊島協同会館 
























































                                                 
509 前掲「会館めぐり 町の名所となつた川口労働会館」 
510 「座談会 余暇利用法について」『労働』1935.8（松岡駒吉、穂積七郎、井堀繁雄ほか） 
511 前掲『川崎労働史』戦前編 pp.591-597 




514 前掲『川口鋳物業に於ける労働運動十年史』上巻 pp.309-310 
515 社宅研究会編『社宅街』学芸出版社、2009 





デイング』（”the workpeople’s building” ）とも称すべきもの」、「娯楽室、読書室、食堂、



































520 前掲『大阪社会労働運動史』第 1 巻 戦前篇 上 p.943 
521 藤田秀雄･大串隆吉編著『日本社会教育史』（朝田泰執筆部分）エイデル研究所、1984、p.56 








































                                                 
522 『日本労働年鑑』第 12 巻、昭和六年版、大原社会問題研究所、1931、p.282 
523 大串前掲「労働者教育」pp.464-466 












































































                                                 





























部落会館 3 1.9 
部落集会場 3 1.9 
その他 （集議所など） 6 3.7 
1町村で複数の名称を有す 17 10.5 
合        計 162 町村 
うち、部落・区・大字・支部を名称に冠するもの 
……60 （37.0%）  『昭和十五年十六年度設置
助成農村隣保施設一覧』 厚生省生活局、1942 
（日本社会事業大学蔵）より作成 
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－２】。郡部での常会に、公会堂が 36,082 ヶ所（郡部の 19.8%）使用されており、有志宅･





【表７－２】 常会の開設場所 （1940年） 
開  設  場  所 市   部 郡   部 全 体 
有 志 宅 12589 6.9 52328 28.8 35.7 
公 会 堂（集会所） 2472 1.4 36082 19.8 21.2 
各 戸 輪 番 3430 1.9 18677 10.3 12.2 
 関係都度決定スルモノ 3845 2.1 9602 5.3 7.4 
寺    院 1213 0.7 11315 6.2 6.9 
 神社又ハ社務所 907 0.5 7484 4.1 4.6 
学    校 2032 1.1 5465 3 4.1 
共同作業所 56 0 5246 2.9 2.9 
教 会 所 210 0.1 667 0.4 0.5 
道    場 119 0.1 645 0.3 0.4 
其 ノ 他 1316 0.7 6212 3.4 4.1 
合     計 28189 15.5 153723 84.5 100 
 （件） （%） （件） （%） （%） 
※ 公会堂･共同作業所･道場の計…… 市部 1.5％、 郡部 23.0％ 














設の必要がどのような点から唱えられていたかをみるに留め、第 2 節で 1920 年代までの 
                                                 
532 児山忠一･播磨重男『部落会町内会等の組織と其の運営』自治館、1940、p.181 
533 『財団法人 日本青年館七十年史』日本青年館、1991 ほか。 
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【表７－３】 主な農村施設構想と実践・施策（1902 年～1946 年） 
年 構想･施策等の施設名称 設置単位･場所 提唱･実践者 主 な 掲 載 著 作 ほ か 
1902   公会堂 一部落一郷村 井上 亀五郎  『農民の社会教育』（横井時敬校閲） 
1907   公会堂 村 横井 時敬  『模範町村』 
1908～ 〇 学校中心自治民育 大阪府生野村 村田 宇一郎  『学校中心自治民育要義』 1910 
1909 〇 広村公会堂 村 広島県広村  同上にて紹介あり 
1910～ 〇 教員住宅兼夜学会会場 部落 秋田県西目村  大鎌邦雄『行政村の執行体制と集落』 
1912   常設公会堂･人民集会所 部落 栗岡 松次  『実業補習学校の新経営』 
1914 
  公会堂 村 石田 伝吉  『理想之村』 
  公会堂 村 山崎 延吉  『農村教育論』 
1925   公会堂 各邑 横井 時敬  『農村制度の改造』 
1928   公会堂 部落 田淵 藤蔵  『農村社会問題と教育』 
1927～ 〇 公堂・部落公堂 熊本県健軍村 長野 長広 1931～1944に施設構想提唱 
1929 
  共同民衆会館 町村、町村連合 伊藤 悌三  『農村の娯楽及生活改善』 
〇 自由学園農村セツルメント 東京府久留米村 羽仁 もと子  （関屋龍吉が 1933年に例示） 
1930   公会堂 村 中澤 辨次郎  『農村問題講話』 
1931   社会教育公堂 
村と各部落 長野 長広 
 『農村教育新論』 
1932 
  村公堂･部落公堂  『青年教育の真髄』 
  公民館 大字 菅原 亀五郎  『理想郷建設の五型』 
  公会堂 50戸の村落 諸井 完蔵  「公会堂中心の村落生活」 
  部落館 部落 片岡 重助  『農村家政学』 
1932～ 〇 東北農村セツルメント 村 羽仁 もと子  吉田幾世「東北セットルメント物語」他 
1933 
  社会教育館 農村 関屋 龍吉  『農村社会教育』 
  村公堂･区公堂（村落公堂） 村と各部落 長野 長広  『日本農村の新経営』 
〇 鳥越隣保館 山形県稲舟村 松田 甚次郎  『土に叫ぶ』  『続土に叫ぶ』 
1934 
○ 震嘯記念館 宮城県漁村部落 （宮城県） 津波被災地の部落単位に建設 
  社会教育館 町村 松尾 友雄  「図書館令第一条第二項」 
  綜合的社会教育機関 村又は部落 吉田 熊次  『社会教育原論』 
〇 修練道場（農民道場） 合宿制 農林省  農山漁村経済更生運動（1932～） 
1935   村落公堂 村と各部落 長野 長広  『経済日本の農業政策』 
1937 〇 生活振興館 市町村又は部落 （静岡県）  国民更生運動（1932～） 
1940 〇 隣保会館（農村隣保施設） 町村と部落 厚生省  厚生次官通牒 
1943～ 〇 修練農場（農民道場） 合宿制 農林省  標準（皇国）農村確立運動 
1944   村公堂･区公堂 村と各部落 長野 長広  『皇村 戦時農村の新建設理念』 
1946～ 〇 公民館 
町村中心 寺中 作雄  「公民教育の振興と公民館の構想」 
部落に分館 文部省  文部次官通牒 
○印は実際に建設されたもの。 小川利夫「歴史的イメージとしての公民館」、 末本誠･上野景三「戦前における公民館構想の系
譜」、 田所祐史「戦前と戦後初期の社会教育施設構想に関する考察」ほか をもとに、筆者作成 






設を設置･利用する構想と施策が認められる（第 9 章参照）。その意味で、第 3 節で施策登
場前の農村教育や農村社会事業、とりわけ農村隣保事業に着目する。そして最後に第 4 節
で、漁村での施設の一例として、宮城県の震嘯記念館に光をあてて行政の計画的施設設置






























                                                 
534 小河滋次郎「青年団体に就て」『救済研究』第 4 巻第 8 号、1916、pp.774-775 
535 田川大吉郎「立憲思想開発策」『中央公論』1914.5 




























やや詳しく 1 県の設置例をみてみると、1923 年に神奈川県の青年団が資産として所有
している建物は全 46 棟あり、全て郡部（都筑郡、高座郡、中郡、足柄上郡、足柄下郡）












539 『京都の湯屋』京都市社会課、1924（『戦前日本社会事業調査資料集成』第 8 巻、勁草書房、
1994、pp.144-146） 
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北海道 1 1   2 4 8 690 66 2 10 272 1040 1048 
青 森   1     2 3 36 16   3 6 61 64 
岩 手             15 3   2 9 29 29 
宮 城   1     1 2 78 31 6 13 16 144 146 
秋 田             82 31   1 22 136 136 
山 形             96 51   2 59 208 208 
福 島 1 1       2 84 30   6 55 175 177 
茨 城             125 25       150 150 
栃 木 2 3       5 46 10   5   61 66 
群 馬   2       2 174 31   9   214 216 
埼 玉   1       1 57 25 2 2   86 87 
千 葉             62 4   7   73 73 
東 京 1 6   1 5 13 156 7   5 6 174 187 
神奈川 22 7   5 2 36 464 22   3 7 496 532 
新 潟 1         1 365 95   3 23 486 487 
富 山 4     2 1 7 264 34   25 6 329 336 
石 川 1 3     4 8 476 71   9 34 590 598 
福 井             78 25   2   105 105 
山 梨         3 3 149 15   1 28 193 196 
長 野   5     1 6 53 74   4 116 247 253 
岐 阜             231 63   25 361 680 680 
静 岡 16 1   3 31 51 155 99   16 282 552 603 
愛 知 2 2   1 8 13 187 143   2 177 509 522 
三 重   2     1 3 361 175   4 286 826 829 
滋 賀             92 29   1 117 239 239 
京 都 3 1   1 7 12 171 157   37 183 548 560 
大 阪 29 4     87 120 286 36   2 102 426 546 
兵 庫 10 5   1 39 55 889 467 1   421 1778 1833 
奈 良 3 3 1     7 104 15 2 1 47 169 176 
和歌山         5 5 279 80   2 71 432 437 
鳥 取 3   1   4 8 550 8     86 644 652 
島 根             108 118   43 64 333 333 
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岡 山 21 12       33 504 209   8 143 864 897 
広 島 19   1 1 1 22 568 159   11 58 796 818 
山 口 1       4 5 175 139 1 36 55 406 411 
徳 島 1       1 2 136 9   13 25 183 185 
香 川 1       2 3 131 30   7 10 178 181 
愛 媛 4 4       8 208 84 1 2 77 372 380 
高 知 5         5 81 19 1 1 21 123 128 
福 岡 10 1     18 29 248 163   14 18 443 472 
佐 賀 1       3 4 604 164 10 8 67 853 857 
長 崎 34     1 7 42 216 64   21 116 417 459 
熊 本   2       2 703 10     117 830 832 
大 分 1         1 67 4   1 37 109 110 
宮 崎 2       1 3 19 22     22 63 66 
鹿児島 3         3 472 197   11 384 1064 1067 
沖 縄             35 10     11 56 56 
樺 太             12 1   4 13 30 30 
計 202 68 3 18 242 533 11142 3340 26 382 4030 18920 19453 
市･郡 
ごとの％ 
37.9 12.8 0.5 3.4 45.4 100 58.9 17.7 0.1 2.0 21.3 100   
大日本連合青年団調査部編 『全国青年団基本調査』 大日本連合青年団、1934、pp.228-229 より作成 
 
 
【表７－５】 神奈川県内の青年施設一覧 （1922 年 1 月） 
郡 市 町 村 青年施設名 備  考 郡 町 村 青年施設名 備  考 
























































山田村 荏子田倶楽部 松戸支部会場 
都岡村 青年会会堂 比々多村 神戸支部会堂 






































































大窪村 青年会館 81坪 







































麻溝村 第一～三、六支部倶楽部 府川〔斎〕支部会館 



































































秦野町 山谷青年夜学堂 角田支部倶楽部 








菩提支部会館 全 施 設 数 141 
基 金 195 施設中、98 施設（50.3%）が基金を有す 設立時期 
1870～99年  4、 1906～12年 39 














年 大  会 内       容 
1925 
第 1 回大会 
第 1 部会決議 
16.運動用具楽器等の備付 
20.会館又ハ集会所等ノ設置 
第 1 回大会 




第 3 回大会 
第 2 部会決議 
都市青年団ヲ一層自発的ニ振興セシムル方策如何 
→ 団ノ事業上考慮スベキ点 5.会場（会館）ヲ設置スル事 
1930 
第 6 回大会 
第 2 部会議決 
中小都市ニ於ケル青年団ノ振興対策 
→ 2.会館ヲ建設シテ娯楽、修養ノ施設ヲナスコト 
    3.健全ナル民衆的娯楽機関ヲ設備スルコト 
1935 
第 11 回大会 






熊谷辰治郎 『大日本青年団史』日本青年館、1942 より作成 
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1888 年の町村制公布に伴い町村を 71,314 から 15,820 に統廃合した後、地方改良運動
では、「一町村を真に一町村たらしむる為にお互の反目の原因となる部落根性を打破」する、
                                                 
540 宮坂前掲 p.161 





544 山崎延吉『農村教育論』洛陽堂、1914、pp.151-153、『農民教育』二松堂書店、1914 ほか 










































549 「オレタチには金がないダガ力がある 団結の力がある!! 農民会館を建てる」「農村文化の
黎明」『土地と自由』日本農民組合、1924.5.10 









































                                                 
550 渋谷定輔『農民哀史』勁草書房、1970、pp.186-187 
















































560 賀川豊彦『農村社会事業』農村更生叢書 2、日本評論社、1933 
561 長野長広『農村教育新論』同文書院、1931 
562 菅原亀五郎『理想郷建設の五型』南光社、1932、p.269 











































                                                 
563 郡司淳『近代日本の国民動員』刀水書房、2009、pp.3-15、p.29 
564 長谷川良信『社会事業とは何ぞや』マハヤナ学園出版部、1919 

























だが、「約五十戸の戸数を擁する一村落」で一戸あたり 100 円を集めれば、5,000 円の資
金、50 円なら 2,500 円、20 円なら 1,000 円の建設資金となるが、「現在の農村では絶対に
不可能と見てよからう」と、窮乏に苦しむ農村での公会堂建設の困難にも言及している。 
1936 年に長野県学務課は、上水内郡津和村、下伊那郡三穂村を候補地に農村隣保館建設
















                                                                                                                                               
569 諸井完蔵「公会堂中心の村落生活」『大日本農会報』1932.5 

















































成』第 9 巻、勁草書房、1994、p.894） 
【表７－７】全国季節託児所の概要 





1921～1925 128 町 66 
1926 138 村 352 
1927 281 私 
営 
団体 1710 
1928 372 個人 351 
1929 507 計 2519 
1930 536 開 設 場 所 
不  明 555 寺 院 1014 
計 2519 学 校 746 
 
特 設 5 
其ノ他＊ 658 









設 置 場 所 設置数 計 ％ 
学
校 
小学校 （含分教場） 85 






寺   院 25 
32 19.2 
教 会 内 1 
神   社 2 
神   様 1 
稲 荷 社 1 









集会室（場）・公会堂 9 5.4 
個 人 宅 3 1.8 
隣 保 館  2 1.2 
貯 炭 庫 2 1.2 
集会場＋神社境内 1 0.6 
旧 役 場 1 0.6 
総町村組合議事堂 1 0.6 









































                                                 
575 同（p.895） 
576 「部落会町内会等ノ財務其ノ他ノ監督ニ関スル件」地発乙第 413 号、内務省地方局長、
1941.11.1（『内務厚生時報』第 6 巻第 12 号、1941.12、p.59） 
577 新井孝男は、1888 年の町村制公布 50 年を記念した田原館（現千葉県君津市 1938 年）を紹
介している。これも当該時期の農村公会堂の一例であろう（「和室の多用途性を生かす」日本公
民館学会編『公民館のデザイン』エイデル研究所、2010、pp.114-115、図①）。 











1935 年に京都市では、風水災害を被った地区に風害記念隣保館が 6 館設置され、各該




1933 年 3 月 3 日午前 2 時 31 分発生の昭和三陸地震（推定マグニチュード 8.1、最大震
度 5）に伴って発生した津波（昭和三陸津波）は、死傷者･行方不明者 4,156 人、流失等の
家屋被害は 10,085 棟を数える大規模な被害をもたらし、岩手県気仙郡綾里村（現･大船渡
市）では津波の高さが最高 28.7m に達した578。 
東北地方の隣保事業施設の数を 1941年の厚生省社会局の調査にみると、青森 4、岩手 4、
秋田 3、山形 9、福島 8 に比して、宮城は 39 と格段に多い579。内訳は、設置主体別では公













                                                 
578 宇佐美龍夫『最新版 日本被害地震総覧』東京大学出版会、2003、p.302 
579 『昭和十六年三月 隣保事業施設一覧』厚生省社会局、1941.4（日本社会事業大学図書館蔵） 
580 山口弥一郎『津波と村』恒春閣書房、1943、青井哲人「事後のアーカイビング：山口弥一
郎に学ぶ」『建築雑誌』2011.11、p.32 
581 島崎武雄･山木滋･首藤伸夫「昭和 8 年三陸大津波後の復興事業とその今日的意義」『第 3 回
日本土木史研究発表会論文集』1983 
582 白幡勝美「昭和三陸津波後建設された宮城県の震嘯記念館について」『津波工学研究報告』
第 29 号、2012 
583 布野修司「コミュニティ･アーキテクト（地域建築家）制度の確立へ」『建築雑誌』2011.10、












































589 前掲白幡研究では 33 館、『宮城県昭和震嘯誌』では 32 館（p.512）、『隣保事業施設一覧』
（1941 年）では 31 館となっている。 
 
【図７－１】震嘯記念館設置分布図（宮城県北東沿岸部） 
【表 7－10】の番号に対応。うち 33（坂元村）を除く 






































                                                 
590 「三陸津波に因る被害町村の復興計画報告書」内務大臣官房都市計画課、1934.3、前掲島
崎武雄･山木滋･首藤伸夫「昭和 8 年三陸大津波後の復興事業とその今日的意義」 
591 前掲「三陸津波に因る被害町村の復興計画報告書」、前掲山口 p.137 
592 前掲『宮城県昭和震嘯誌』pp.511-512 
593 同 pp.10-16 
【表７－９】 震嘯記念館計画の４類型 
総 建 坪 数 100 坪 80 坪 65 坪 50 坪 
集会室 42 坪 30 坪 20 坪 15 坪 
集会室 15 畳 12 畳 10 畳 8 畳 
記念室 10 坪 9 坪 7 坪 5 坪 
事務室 6.25 坪 6 坪 4 坪 4 坪 
居  室 10 畳 10 畳 8 畳 6 畳 
 その他……台所、脱衣洗面所、浴室、便所 
総額 4,000 円 3,200 円 2,000 円 
坪単価 40 円 木造屋根スレート葺 外部下見板張り 
『宮城県昭和震嘯誌』 宮城県、1935 








え、坪当り 40 円、建設費 2,000～4,000 円に構想し直して、32 ヶ所の部落を設置対象に決


































                                                 
594 前掲『宮城県昭和震嘯誌』p.15 
595 同 pp.507-511 
596 同 p.15 
597 同 p.10 
598 「記念館建設で唐桑の協議会」『大気新聞』1934.3.13（気仙沼市図書館蔵） 
599 「鹿折の記念館建設地問題で村と部落民反目」同 1934.3.18 
 
【図７－２】 宿海嘯記念館（現･宿集会所） 
（2013 年 2 月 4 日 筆者撮影） 














設の性格が濃厚だったといえる。「準則」では、開館時間は 9～22 時とされていた。 
実際の事業展開の実態を【表７－１０】にみると、1941 年現在では、教化事業を行う記
念館が 30、託児･保育 18、相談 12（人事相談 6、健康相談 5、家庭相談 1）、常会 2、訪問･
共同作業･授産を挙げたものが各 1 館あった。 
 






                                                 
600 大沼正寛「集落／民間の状況」『建築雑誌』2011.11、p.36 
601 石巻市史編さん委員会編『石巻の歴史』第 10 巻、近･現代編資料編 4 別冊、1994、p.144 
602 前掲『宮城県昭和震嘯誌』pp.10-11 
 








    









    
                                     
 









































































社会教育局設置時に彼を社会教育官に抜擢、長野は 1929 年 9 月の着任に伴い熊本を去っ





前 2 期の議員時代にも教育･農政に取り組んだが、1942 年総選挙で落選（大政翼賛会非推

















書      名 発行年 発行元 施  設  名  称 
農村教育新論 1931 同文書院 社会教育公堂（村公堂、村落公堂） 
青年教育の真髄 1932 青山書院 村公堂、部落公堂 
日本農村の新経営 1933 明文堂 村公堂、区公堂（村落公堂） 
青年学校の新経営 1935 同文書院 村落公堂 
経済日本の農業政策 1936 巖松堂書店 村公堂、部落公堂 






次官に就いた（1946 年 6月 4日～1947年 3 月 4日、田中耕太郎文相･山崎匡輔事務次官）。 






文教･農政分野で活動した611。通算 7 回当選を重ねたが 1955 年、1958 年の両選挙で落選
した。 
文部政務次官の時、熊本時代から面識のあった小原國芳に「文農科大学」（玉川大学）創









                                                





















長野の実践の舞台たる健軍村は、面積 0.69 方里（約 10.7 ㎢）、6 区で構成される現住人
口 4,233 人（1933 年 10 月現在）の農村で、農業 340 戸（畑 94％）、公務自由業 95 戸、


































                                                 
617 前掲『農村教育新論』pp.446-449 
618 同上 p.454、長野長広『青年教育の真髄』青山書院、1932、pp.216-221 
【表８－２】 熊本県飽託郡健軍村の公堂設置概要 
区 
部 落 ・ 









建  築 

















 上村 ・ 坂 



























合    計 4,233 （649） 1 7   7,454.45 56 
  
 
（人・戸）    （円） （人） 
長野長広 『農村教育新論』 同文書院、1931、 同 『青年教育の真髄』 青山書院、1932、 同 『青年学校の新経営』 
同文書院、1935、 同 『経済日本の農業政策』 巖松堂書店、1936、 同 『皇農 戦時農村の新建設理念』 照林堂書
店、1944、 『熊本県飽託郡健軍村勢一覧』 健軍村役場、1934、『青年修養特殊施設』 大日本青年団本部、1939  
より筆者作成 （現住人口の合計は 4,257人だが、 『熊本県飽託郡健軍村勢一覧』 の記載数値のまま）。 
※ この欄のみ 1939年現在。建築概要と収容人員の数値に一部疑義があるが、 『青年修養特殊施設』 掲載数字の 
まま。2区は村公堂ではなく、1939年現在の後設の部落公堂の概要か青年用部屋限定の数値と思われる。 











【表８－２】の通り、部落公堂の多くは 20 坪前後の木造平屋建 1 室の簡素な施設だっ




加えて予算も得、1934 年度には農業公民学校費 3,245 円（村予算「歳出経常部」の 11.2%）、
















距離は 25 町（約 2.7km）で、「女子は
夜間学校に通学し難く、且つ家事との












第五編, 熊本県教育会飽託郡支会, 1928.2  口絵 




必要626」から 1927 年に 2、1928 年に 3、1929 年に 2 ヶ所と、各区別に部落公堂を計画的
に建設し、区によっては 2 つ設置した627。6 ヶ年計画の「学校施設経営年度計画表」の社
会教育項目には「社会教育機関の基礎確立」のために、1928 年度「各部落に公堂建設」、
1929 年度「部落公堂の内容充実と活用」、1932 年以降を「理想農村建設に貢献」と目標を
























                                                 
626 前掲『農村教育新論』pp.416-417 









636 吉田安喜雄「農村振興と娯楽問題」『熊本県農会報』第 29 号、1925.7 
637 『熊本県史』近代編第三、熊本県、1963、p.512 













































































                                                 
645 大鎌邦雄「農業補習教育の展開とその意義」『農業総合研究』1992.1 










653 例えば『東京市の実業補習教育』東京市政調査会、1928 など 
654 前掲『青年学校の新経営』p.183 



































                                                 












































































































                                                 
668 前掲『日本農村の新経営』p.335 
669 前掲『皇農 戦時農村の新建設理念』p.254 
670 長野長広『日本農村の新経営』明文堂、1933、p.410 
671 菅原前掲 pp.356-357 


















































































動史資料集成』第 2 巻、柏書房、1985、pp.160-167） 
676 『経済更生運動と産業組合の活動に関する調査』産業組合調査資料 59 号、産業組合中央会、
1934、p.473 
677 「第三特別委員会第二日目議事録」1934.3.29（前掲『農山漁村経済更生運動史資料集成』
第 2 巻、p.291） 











1932～1942 年に経済更生運動の普通指定町村は 9,153、特別助成町村は 1,595、計





























680 森前掲 p.91 
681 『青年修養特殊施設』大日本青年団本部、1939（上野景三は 231 としている。「戦前的系譜」
『公民館･コミュニティ施設ハンドブック』エイデル研究所、2006、p.73）、『道場･塾及訓練所
ニ関スル調』文部省社会教育局青年教育課、1939.4（東京大学教育学部図書室蔵） 
【表９－１】 道場･塾･訓練所の設置状況 （1939年） 
道府県 施設数 道府県 施設数 道府県 施設数 
北海道 4 富山 8 岡山 3 
青森 4 石川 1 広島 3 
岩手 1 福井 1 山口 3 
宮城 1 山梨 2 香川 1 
秋田 2 長野 2 愛媛 2 
山形 14 岐阜 2 高知 6 
福島 2 静岡 1 福岡 1 
茨城 10 愛知 2 佐賀 3 
栃木 5 三重 6 長崎 4 
群馬 10 京都 2 熊本 7 
千葉 10 兵庫 11 大分 1 
東京 6 奈良 1 宮崎 2 
神奈川 11 鳥取 1 
合計 164 
新潟 6 島根 2 
道府県立 69、 市立 2、 町村立 10  
公 立 計 81 私 立 計 83 
うち、青年学校ノ課程ト同等以上ト認定サレタルモノ 20、
うち、農業 89、工業 7、商業 2、水産 7、其ノ他 59 
『道場・塾及訓練所ニ関スル調』文部省社会教育局青年教
育課、1939.4（1939 年 2 月現在） 









































683 小平前掲 pp.86-91、pp.98-99、pp.106-107 
684 末弘厳太郎「農村自力更生策としての教育改革」『経済往来』1932.10 臨時増刊（『法窓漫筆』
日本評論社、1933） 






































687 小平前掲 pp.99-105 
688 船橋一男「郷土教育」『現代教育史事典』東京書籍、2001、p.435 
689 藤井忠俊「教育のなかの国家と民衆」『季刊現代史』8、1976.12（前掲大門･小野沢 p.125） 
690 内山政照「教育･マスコミと農民」東畑精一･神谷慶治編『現代日本の農業と農民』岩波書
店、1964、p.277 






































                                                 
691 三好前掲 pp.494-502 
692 菊池豊三郎「我国の農村教育の現況」『教育』1933.10、藤井前掲 p.109 
693 「社会教育に依る農村更生案」『東京朝日新聞』1932.9.10、『日本近代教育百年史』第 8 巻、
国立教育研究所、p.477、田端前掲 p.20 
694 中田邦造提案『図書館雑誌』1934.5、p.135 




確認できる。1942 年 11 月現在で奈良県官房長を務めているが695、それ以上の経歴は不明
である（図書館研究等に彼を成人教育課長とするものがあるのは696、恐らく松尾長造成人

























                                                 





697 前掲『職員録』（1933 年 7 月、34 年 1 月、同年 8 月、36 年 1 月現在）、前掲『人事興信録』









700 同 p.33 
701 同 p.34 



























































































714 関屋龍吉「社会教育の話」『政治教育講座』第 3 巻、政治教育協会、1927、pp.280-295 
715 関屋龍吉『農村社会教育』日本評論社、1933、p.164 



















































































                                                 
720 同 p.95 
721 東京市役所『昭和四年 東京市政概要』1929、pp.141-142 
722 『市立図書館と其事業』東京市立日比谷図書館、1923.3、p.10 
723 東京市役所『昭和四年 東京市政概要』1929、p.144 
724 前川恒雄･石井敦『新版 図書館の発見』日本放送出版協会、2006、p.150 
725 岩猿敏生『日本図書館史概説』日外アソシエーツ、2007、p.219 




【表９－２】全国図書館の独立館舎と附設・併設先（1931 年・1936 年） 
年 





























































































44 48 134 112 34 7 2405 103 20 247 749 30 84 55 93 135 4300 
1 1.1 3.1 2.6 0.8 0.2 55.9 2.4 0.5 5.7 17.4 0.7 2 1.3 2.2 3.1 100 
独立館舎 小計 7.8％ 
 独立館舎なし 小計 92.2％  
（小学校附設 74.1%、役場 3.1%、公会堂他 6.9%、不詳・他 8.8%） 





41 73 169 192 57 12 2610 124 20 139 813 26 63 46 86 138 4609 
0.9 1.6 3.6 4.2 1.2 0.3 56.6 2.7 0.4 3 17.6 0.6 1.4 1 1.9 3 100 
独立館舎 小計 10.3％ 
 独立館舎なし 小計 89.7％  
（小学校附設 75.4%、役場 3.3%、公会堂他 5%、不詳・他 6%）  
県立 0.9％、 市立 3.1％、 町村立 66.3％、 私立 29.7％   合計 100％ 
『全国図書館ニ関スル調査』文部省社会教育局、1931、『全国図書館に関する調査』同、1936 















































1931 0 5 0 2 
7 
(22.6) 





1936 0 12 1 11 
24 
(53.3) 








1931 1 8 0 0 
9 
(56.3) 





1936 1 8 0 2 
10 
(62.5) 
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【表９－４】東京市立図書館館舎の独立・附設状況（1927 年 3 月末日現在） 
図書館 形   態 図書館 形   態 計 
日比谷 独立建築 氷川 氷川尋常小学校内 








寺院境内 2 館 
麹町 麹町尋常小学校内 四谷 四谷第二尋常小学校内 
一橋 独立建築 牛込 市ヶ谷尋常小学校内 
外神田 芳林尋常小学校内 小石川 小石川高等小学校内 
日本橋 城東尋常小学校内 本郷 本郷高等小学校内 
両国 久松尋常小学校内 台南 御徒町尋常小学校内 
京橋 独立建築 浅草 東本願寺境内 
月島 月島尋常小学校内 本所 徳寿院境内 
三田 柳田高等小学校内 中和 中和尋常小学校内 
麻布 麻布高等小学校内 深川 独立建築 










農村への施設施策は、戦時下の社会局児童課（1941 年 8 月に生活局に改編）による農







るだけでなく、創設費を半額補助した（上限 1,000 円･経常費補助なし）。 
事務室（兼人事相談室）･集会室（兼講習室）･授産室･保育室･遊戯室･乳児保育室･調理
室（兼調乳室）･健康相談室･診療室･薬局･宿直室等、機能別に室名を挙げており、都市公




728 『日本社会事業年鑑』昭和 18 年版、p.225 
729 『農村隣保施設に就て』厚生省社会局、1941.3、pp.26-28 






































年度 301（135,000 円）、1942 年度 300
（135,000 円）と、毎年約 300 町村に
なされた733。 






【表９－５】 1940 年度 農村隣保施設設置状況 
道 府 県 
施 設 数 
道 府 県 
施 設 数 
町 村 計 町 村 計 
北海道 0 5 5 滋 賀 0 7 7 
青 森 0 3 3 京 都 7 2 9 
岩 手 2 8 10 大 阪 0 4 4 
宮 城 0 6 6 兵 庫 2 10 12 
秋 田 1 2 3 奈 良 0 4 4 
山 形 0 5 5 和歌山 0 5 5 
福 島 1 5 6 鳥 取 0 9 9 
茨 城 0 23 23 島 根 1 6 7 
栃 木 1 5 7 岡 山 1 11 12 
群 馬 0 6 5 広 島 0 11 11 
埼 玉 0 3 3 山 口 0 6 6 
千 葉 2 6 8 徳 島 1 2 3 
東 京 0 6 6 香 川 1 7 8 
神奈川 0 7 7 愛 媛 4 7 11 
新 潟 0 3 3 高 知 0 2 2 
富 山 0 4 4 福 岡 2 12 14 
石 川 0 12 12 佐 賀 0 3 3 
福 井 0 0 0 長 崎 4 3 7 
山 梨 0 3 3 熊 本 0 3 3 
長 野 0 10 10 大 分 2 6 8 
岐 阜 1 6 7 宮 崎 3 2 5 
静 岡 0 3 3 鹿児島 1 7 8 
愛 知 2 4 6 沖 縄 0 6 6 
三 重 1 6 7 合 計 40 273 316 
『農村隣保施設に就て』厚生省社会局、1941 斜体部分の合計
は史料のまま。町村総合計数は一致）。 



















制施行令改正時には隣保館費の予算項目が登場している。1940 年 3 月の別調査では、独
立施設の過半は 2 階建以上の規模を持っている【表９－７】。 















借 用 形 態 25 














 役場（Ａを含まない） 154 25.0 
  宗教施設 （寺院、神社ほか） 174 28.2 
  公会堂 （部落公会堂、集会所、 





 青年会館・青年倶楽部ほか 41 6.6 
 共同作業場・共同作業所 28 4.5 
  保 育 所 （幼稚園ほか） 26 4.2 
  診 療 所 （医療所ほか） 22 3.6 
  個 人 宅 （区長宅ほか） 14 2.3 
 産業組合･農会事務所ほか 13 2.1 
 既設建物利用だが、元の用途 
 不明 及び 記載なし等 
58 9.4 
※ 右欄の％は総町村数 617に対する割合 
『昭和十五年十六年度設置助成農村隣保施設一覧』 厚生
省生活局、1942 （日本社会事業大学図書館蔵）より作成 








































                                                 
735 古木弘造「農村教育の『場』について」『興亜教育』第 3 巻第 8 号、1944.8･9、p.7 
736 例えば、坂上康博「標的としての都市」坂上･高岡裕之編著『幻の東京オリンピックとその
時代』青弓社、2009 など 











































739 末本･上野前掲 p.721 
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動･実践経験を持っていた。敗戦直後、1946 年 1 月には青年団が再建され、最初に「とり
くんだ仕事のうち、最大のものは、各支部ごとに青年会館を建設したことだった」という。



















                                                 
740 「国民政治関心調査集計表送付について」社会教育局長発、1946.7.22 
741 池上昭編『青年が村を変える』人間選書 94、農山漁村文化協会、1986、pp.17-28 
742 山崎祐子「青年団による公民館結婚式」田中宣一編著『暮らしの革命』農山漁村文化協会、
2011、p.417 







































セ ン タ ア
」で、映画･芝居･音楽会や民衆大会ができる舞



























ソ ー シ ャ ル
拠点








































































                                                 
747 「教育刷新委員会第七特別委員会 第十一回議事速記録」1947.12.19（日本近代教育史料研
究会編『教育刷新委員会教育刷新審議会会議録』第 9 巻、岩波書店、p.41） 
748 東京市政調査会『都市教育の研究』1926、p.303 
749 「教育刷新委員会第七特別委員会 第八回議事速記録」1947.11.28（前掲『教育刷新委員会
教育刷新審議会会議録』第 9 巻 p.10） 
750 末本･上野前掲 pp.750-754 
751 「教育刷新委員会第七特別委員会 第十一回議事速記録」1947.12.19（前掲『教育刷新委員
会教育刷新審議会会議録』第 9 巻 p.41） 






森戸や川本の発想は、1947 年春の総選挙で社会党が第一党となり、1947 年 5 月に日本
社会党の片山哲を首班とする中道連立内閣が発足することで、施策化が現実味を帯びる（片
山内閣は 1948 年 2 月に、続く芦田均の中道連立内閣は同年 10 月に総辞職）。特に森戸は
両内閣を通じて文部大臣を務め、1 年半近く政府の一角を占めた（任 1947 年 5 月～1948
年 10 月）【表１０－１】。 































                                                 
752 『日本労働年鑑』第 22 集、1949、大原社会問題研究所 
753 「新日本建設国民運動要領」『内閣制度百年史』下、内閣制度百年史編纂委員会･内閣官房、
1985.12、pp.309-310 
754 森戸辰男『新日本建設国民運動の性格と目標』公民叢書 13、社会教育連合会、1948.3 
755 小川前掲「歴史的イメージとしての公民館」 










出     来     事 北区労働者クラブ関係 
1945 


















































6.20 新日本建設国民運動（閣議決定）   
  7.12 兵庫県立労働研究所設立 































































11.18 第 2～5次 














  北部労働学校開校 
6 社会教育法制定   
 














































                                                 
756 「住宅対策要綱」（国民経済会議住宅問題委員会提出）国民経済会議々案大綱第 10 号（『片山･
芦田内閣期経済復興運動資料』第 2 巻、経済復興会議（2）、2000、日本経済評論社、p.555） 
757 「全国に労働会館」『東京民報』1947.9.9 
758 「国立の労働会館 米窪労働相設立に乗出す」『東京民報』1947.9.10 






3 分の 1 ずつ資金を拠出しあって労働会館を建設しようとするものだという。この施策に
よる比較的大きい労働会館は 1947 年末時点で 3 館あり、新潟市、神戸市の労働会館が「テ
ィピカルな、最もよく趣旨が実現されるようにやって居る、経営されておる」ものだと紹
介された760。 




















 賀来労政局長らの発言のあった教育刷新委員会の 1 週間後、1947 年 12 月 26 日に片山
内閣閣議で労働基本対策が示され、その第一に「労働組合運動の健全化に関する根本対策」
を挙げた。具体的には、①労働組合法改正、②労働教育の徹底、③労働会館の設置、福利
                                                 
759 「教育刷新委員会第七特別委員会 第十一回議事速記録」1947.12.19（前掲『教育刷新委員





編さん委員会･兵庫県労働経済研究所編『兵庫県労働運動史 戦後 1 占領下の労働運動――昭
和二十年代（上）』兵庫県文化協会、1983、pp.415-417 
762 「教育刷新委員会第七特別委員会 第十一回議事速記録」1947.12.19（前掲『教育刷新委員
会教育刷新審議会会議録』第 9 巻 p.40） 












した政策の論理を貫徹する流れが選択される動きがあった765。それは、1948 年 2 月末の























                                                 
763 「片山内閣閣議 [極秘] 労働基本対策 労働省」1947.12.26 閣議、『経済安定本部 戦後経済





















































771 「働くものの手で 北区に労働者クラブ」『東京民報』1948.11.18（1 字判読不可能） 





























万円余という時代に、1 施設に対して約 800 万円を投じる労働者施設が建設された。 







                                                 
772 『北区史』通史編 近現代、東京都北区、1996、p.484 
773 「証言 7 奥田民雄 労働者クラブにかけた夢」松本園子編著『証言･戦後改革期の保育運動』
新読書社、2013 
774 同上 p.177、p.181 
775 同上 pp.177-179 
776 同上 p.179 





























敷地は 1500 坪で建物は 6 棟あり、①演壇･控室付の講堂･ホール（120 坪、約 300 人収容）、
受付、会計事務室、和室 8 畳、湯沸室、法律相談室、健康相談室（診療所）、小会議室、
②③売店 4 店舗×2 棟、④保育所として、講堂、教室、医務救護室、畳付き託児室、和室
4.5 畳、湯沸室、浴室、事務室、雨天アソビ場、⑤授産場として、加工室、指導室、事務
室、倉庫、湯沸室、⑥売店附属の倉庫からなっており、1948 年 11 月には①～④が完成し
た。どのような事業と施設が求められていたかがよく分かる。 






                                                 
777 「北区労働者クラブ建設趣意書」1948.5（『北区史』資料編 現代 2、東京都北区、1996、
pp.499-501） 
778 同 
779 前掲「証言 7 奥田民雄 労働者クラブにかけた夢」p.189 
780 「北区労働者クラブが労働学校を開講」『北区新聞』1949.3.13（前掲『北区史』資料編 現
代 2、pp.501-502） 

































                                                 
781 ルポ「北区労働者クラブを観る 働く者の歓びと憩いの家」『労働週報』Vol.12、No.445、
産業労働調査所、1949.4.16、p.9 
782 前掲「証言 7 奥田民雄 労働者クラブにかけた夢」p.182 






育事務処理提要』第 1 輯、p.57） 

































                                                 
785 佐藤得二「社会教育について」（講演記録。講演は 1946 年 4 月 24 日～27 日のうちのいずれかの
日）『公民教育講座』第 1 輯、社会教育協会、1946、pp.37-38 
786 関口泰発言「教育刷新委員会第七特別委員会第十三回議事速記録」1948.1.23（前掲『教育







791 西崎恵『新社会教育行政』良書普及会、1950、p.96（西崎は 1929 年から社会教育局に勤務。
1949 年 6 月より社会教育局長） 
792 前川恒雄･石井敦『新版 図書館の発見』日本放送出版協会、2006、pp.151-152 
793 石井敦編『図書館史･近代日本編』白石書店、1978、p.150 



















































  1 8 1 3 0 13   
 
京都   1 3 1 1 0 6   
Ｇ 0 1 0 0 0 1 7.7 
 
大阪 
  1 5 1 1 0 8   
青森 
  1 2 5 1 0 9   
 
Ｇ 0 1 1 0 0 2 25.0 
Ｇ 0 0 2 0 0 2 22.2   Ｊ 0 0 0 1 0 1   
岩手 
  1 2 14 68 0 85   
 兵庫 
  0 5 8 2 0 15   
Ｇ 0 1 8 17 0 26 30.6 
 
Ｇ 0 0 1 0 0 1 6.7 
Ｙ 0 0 2 0 0 2   
 奈良 
  2 0 4 11 1 18   
宮城 
  1 3 27 71 0 102   
 
Ｇ 0 0 2 4 0 6 33.3 
Ｇ 0 1 9 14 0 24 23.5 
 
和歌山   1 1 1 0 0 3   
秋田 
  1 2 11 0 0 14   
 
鳥取   1 1 1 4 0 7   
Ｇ 0 0 1 0 0 1 7.1 
 島根 
  1 1 1 4 0 7   
山形 
  1 2 10 9 0 22   
 
Ｇ 0 0 0 1 0 1 14.3 
Ｇ 0 0 0 5 0 5 22.7 
 
岡山 
  2 2 2 3 1 10   
福島   1 2 3 5 0 11   
 
Ｓ 0 0 0 0 1 1   
茨城 
  1 2 2 1 0 6   
 
Ｋ 0 0 1 0 0 1   
Ｇ 0 0 1 0 0 1 16.7 
 
広島 
  0 12 36 120 0 168   
栃木   1 2 3 0 0 6   
 
Ｇ 0 8 20 97 0 125 74.4 
群馬 
  0 4 4 4 1 13   
 
Ｙ 0 0 1 3 0 4   
Ｇ 0 0 0 1 0 1 7.7 
 
Ｓ 0 0 0 2 0 2   
埼玉 
  1 3 37 47 1 89   
 山口 
  2 9 11 45 0 67   
Ｇ 0 0 11 16 1 28 31.5 
 
Ｇ 0 0 2 2 0 4 6.0 
千葉 
  6 6 26 57 0 95   
 
徳島 
  1 1 1 1 0 4   
Ｇ 0 2 5 32 0 39 41.1 
 
Ｇ 0 0 1 1 0 2 50.0 
Ｙ 0 0 0 1 0 1   
 
県庁 1 0 0 0 0 1   
Ｓ 0 0 0 2 0 2   
 香川 
  1 2 5 12 0 20   
東京   35 3 1 0 0 39   
 
Ｇ 0 0 0 2 0 2 10.0 
神奈川 
  1 9 2 12 0 24   
 愛媛 
  1 3 6 8 0 18   
Ｇ 0 4 1 2 0 7 29.2   Ｇ 0 0 1 3 0 4 22.2 
 

























































































  1 5 13 39 0 58   
 
高知 
  1 1 9 7 0 18   
Ｇ 0 0 4 12 0 16 27.6 
 
Ｇ 0 0 5 2 0 7 
44.4 




0 1 0 0 0 1 
Ｊ 0 1 0 0 0 1   
 福岡 
  1 9 4 8 0 22   
富山   1 10 15 21 0 47   
 
Ｇ 1 0 2 2 0 5 22.7 
石川 
  1 10 19 90 0 120   
 
佐賀   0 1 6 0 0 7   
Ｇ 0 0 2 17 0 19 15.8 
 
長崎 
  1 2 13 30 0 46   
Ｓ 0 0 0 2 0 2   
 
Ｇ 0 0 6 19 0 25 54.3 
福井 
  0 3 1 0 0 4   
 
Ｙ 0 1 1 0 0 2   
Ｇ 0 1 0 0 0 1 25.0 
 
Ｓ 0 0 1 0 0 1   
山梨 
  1 1 2 3 0 7   
 
熊本   2 1 1 0 1 5   
Ｇ 0 0 0 2 0 2 28.6 
 
大分   1 2 2 0 0 5   
長野 
  1 5 12 51 1 70   
 宮崎 
  2 1 2 0 0 5   
Ｇ 0 0 3 7 0 10 14.3 
 
Ｓ 0 0 1 0 0 1   
Ｙ 0 0 0 3 0 3   
 鹿児島 
  1 0 12 13 0 26   
岐阜   1 3 0 1 0 5   
 
Ｙ 0 0 1 0 0 1   
静岡 
  1 4 6 13 0 24   
 
全国図書館数 総計 1410   
Ｇ 0 0 1 7 0 8 33.3 
 
学校併設の図書館数 小計 380 27.0 
愛知 
  0 7 19 11 0 37   
 
町村・組合立の図書館数 総計 1155   
Ｙ 0 0 1 1 0 2   
 
町村・組合立の図書館の学校併設館数 小計 323 28.0 
三重 
  1 9 4 8 0 22   
       
(館) (%) 








滋賀   1 1 0 1 0 3   
 
『全国図書館名簿』 文部省社会教育局、1947.3.31 現在 
より作成  
 






それぞれ 2,200 万円、1,400 万円であった。1954 年度に至っては公民館への国庫補助 1 億
3,100 万円、図書館 900 万円であり、公民館は図書館の 14.6 倍に及ぶ。 
1946 年 5 月 1 日現在の公立図書館は 2,544 館で、うち市立 200、町立 564、村立 1,669、
組合立 38 であった。全国 1,799 町のうち未設置 1,169（65.0%）、全国 8,835 村のうち未
設置 6,834（77.4%）で「町において六割、村において八割がこの〔図書館の〕施設をも
つていない795」という状況であった。 
1947 年度末の文部省社会教育局の調査では、公立図書館の総数は 1,410 館であったが、
所在地に小学校をはじめとする学校への併設が記載されている図書館は 380 館（全国の公
立図書館全体の 27.0%）、町村･組合立に限ってみても 323 館（町村･組合立図書館全体の
28.0%）あった【表１０－２】。 
























796 日本図書館協会編『近代日本図書館の歩み 本編』日本図書館協会、1993、p.255 
797 「時局ノ急転ニ伴フ学校教育二関スル件」1945.9.12、国民教育局長ヨリ地方長官（前掲『終
戦教育事務処理提要』第 1 輯、p.124） 
798 「戦災学校ノ工場、寮舎、寺院等建物ノ利用ノ件」1945.10.2、専門教育局長ヨリ学校長（同
p.84） 







































                                                 
799 遠藤新「国民に訴える」『新児童文化』第 4 冊、1949.11（『建築家 遠藤新作品集』遠藤新
生誕百年記念事業委員会、1991、p.220、pp.225-232） 
800 松村正恒「炉辺夜話 志に生きる」『素描･松村正恒』建築家会館叢書、建築家会館刊、1992
（宮内嘉久･横山公男による 1992 年の聞き取り）pp.72-73 




































                                                 




























会傘下の団体）の施設利用は、公民館 154,702 回 9,422 団体、学校 157,646 回 11,961 団
体となっており、公民館よりも若干上回るほどであった808。 
教育基本法（1947 年 3 月）では、社会教育を定めた第 7 条の第 2 項で「学校の施設の
利用」が明記された。 
社会教育法制定過程においては、1947 年 4 月段階の「社会教育法草案」では、第 3 章
「社会教育施設」の構成は第 1 節から学校、図書館、公民館、博物館の順で、学校の開放
が筆頭で規定されていた。 
しかし、その後、社会教育法草案の第二案（1947 年 6 月）から「学校施設の利用」と
いう節が設けられ最終節に退き、1948 年 4 月の教育刷新委員会「社会教育振興方策につ
いて」では、「学校は、事情の許す限り、社会教育のために、その施設を開放すること」と、
「事情の許す限り」という但し書きを伴って学校開放が謳われた。社会教育法草案第五案
（1948 年 12 月）に至っては、「学校の開放」が独立章として後方の第 5 章に移動した。 





                                                 
806 有賀三二発言「討論会 公民館」『教育と社会』1947.7、p.15 
807 「かし教室」（投書･東京都教員）『朝日新聞』1948.1.20。この投書は教育刷新委員会でも取
り上げられている（「教育刷新委員会第七特別委員会 第十三回議事速記録」1948.1.23、前掲『教
育刷新委員会教育刷新審議会会議録』第 9 巻、p.69） 
808 『社会教育の現状』文部省社会教育局、1957、p.26 
809 「第一案社会教育法」～「社会教育法草案第五案」横山宏･小林文人編著『社会教育法成立









































                                                                                                                                               
過程資料集成』昭和出版、1981、pp.66-88 

































811 ケーディスの 1947 年の発言『戦後自治史Ⅷ』自治大学校、1966、p.47 
812 佐野利器発言「教育刷新審議会第十八回特別委員会第二十四回議事速記録」1950.6.30（日
















































                                                 
813 文部省係官（氏名不記載）の発言「教育刷新委員会第七特別委員会 第八回議事速記録」
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【 表１１－１ 】寺中作雄の経歴と主な著作 
年 月 日 経 歴 と 主 な 著 作 
1909   兵庫県神戸市生 
    神戸一中、第六高等学校、1934 年 東京帝国大学法学部卒 
1934   内務省入省 島根県警察部 保安課（県属地方課？）警部補 
1936、 1937 
島根県で選挙粛正運動      この頃、浪曲「湖水渡り決死の投票」創作 
富山県 （着任年不明、学務課長） 
1937   司法事務官 
1938 
3 月 文部省入省 文部事務官 専門学務局兼実業学務局 
  応召（3 年間 中国・漢口） 参謀部 報道班員 
1942   文部省 大臣官房 文書課 
1943   文部省 教学局 教学課・思想課 
1944 4 月 文部省 学徒動員本部 
  8 月 文部省 総務局 動員企画課 課長補佐、のち課長 
1945 9 月 5 日 文部省 体育局 勤労課長（10 月 15 日 文化課長？） 
  11 月 22 日 文部省 社会教育局 公民教育課長兼調査課長 
  11 月末頃 宮原誠一調査課長就任に伴い、調査課長を解かれる 
1946 1 月 「公民教育の振興と公民館の構想」 『大日本教育』 
  3 月 6 日 公民教育課長兼社会教育課長 
  3 月 15 日 公民教育課廃止              8 月「町村公民館の性格」『教育と社会』 
  12 月 5 日 『公民館の建設――新しい町村の文化施設』 公民館協会 
1947 6 月 『公民館の経営』 社会教育連合会 
1949 5 月末日 社会教育課長を解かれる（後任 田中彰） 
  6 月 文部省 大臣官房会計課長（～52 年 1 月） 
    『政治思想のはなし』 大地書房、 『社会教育法解説』 社会教育図書 
1951 1/25～5/13 米国視察            8 月 『アメリカの大学財政―視察報告書―』 
1952 1 月 文部省 社会教育局長、国会政府委員 
  3 月 「図書館と社会教育」 『図書館雑誌』 
1955 9 月 社会教育局長退任・文部省退官 
 1955～58 外務省 駐仏日本大使館参事官（パリ）  1956『公日閑日』 日本教育新聞社 
1958   国立競技場初代理事長 
1964   国立劇場初代理事長 
文部省退官後 ㈶学徒援護会、実務技能検定協会会長、目黒区社会教育委員 
1994 10 月 21 日 死去（享年 84 歳） 
「文部省首脳一部異動」『文部広報』1952.1.23、 寺中作雄「図書館と社会教育」『図書館雑誌』1952.3、 寺中『パ
リ物語』東京美術、1967、 『寺中作雄作品集』寺中作雄還暦を祝う会、1970、p.54、横山宏「寺中作雄」『社会教
育』1979.7 （『社会教育論者の群像』全日本社会教育連合会、1983 所収）、 朱膳寺春三「寺中構想とは何か」『月
刊公民館』1982.7、 横山宏「寺中作雄という人」『月刊社会教育』1995.1 、 寺中『社会教育法解説・公民館の
建設』（復刊）国土社、1995 より筆者作成 







官民共同の選挙粛正運動は、大分県での 1932 年の試行的実施を皮切りに、1934 年に島
根県が加わり、翌年の選挙粛正委員会令公布によって全国的展開をみた816。講演会のみな
らず、スライド、ラジオ、歌、自動車隊、映画、スタンプなど、啓蒙宣伝方法･手段のユニ






















その概要は次の通りである。2 月 20 日総選挙に立候補したのは「絶対多数の公政党」、
                                                 
816 杣正夫『選挙啓発史』明るく正しい選挙推進全国協議会、1972、pp.170-229 
817 源川真希『近現代日本の地域政治構造』日本経済評論社、2001、pp.179-186 










村（現松江市）村長が紹介したのが発端である。福田は翌年 2 月 20 日の選挙直前に知事表彰を


































                                                                                                                                               
受けた（杣前掲、p.195）。 
822 寺中作雄「劇作家修行始末」『明窓』1953.10（寺中前掲『公日閑日』pp.159-160） 




825 同 p.341 
826 上原直人は、戦後における寺中の公民教育観形成を検討している（「寺中作雄の公民教育観
と社会教育観の形成」『生涯学習･社会教育学研究』第 25 号、東京大学、2000、同「戦後初期
社会教育観の形成と公民教育論」『日本社会教育学会紀要』第 37 号、2001）。 






































京大学大学院教育学研究科紀要』第 40 巻、2001 
830 朱膳寺春三「寺中構想とは何か」『月刊公民館』1982.7、p.45 
















































（1946 年 4 月 1 日現在）※ ただし、15府県が未報告 
  施設数 調査時に例示された施設 
公 会 堂 1,916   











そ の 他 128 
少年保護施設、厚生施設、 
託児所等 
合    計 4,143   
『社会教育 10年の歩み』 文部省社会教育局、1959、p.9 





























れ、施設的にも併設･共用が構想されていたが、1946 年 5 月 16 日の社会教育局とネルソ
ンとの会議で、ネルソンは公民館を青年学校附設することに賛意を示さず、両者の関係は




                                                 
836 同（p.270） 
837 寺中作雄発言「公民館の造り方在り方」1946.8.27 座談会、『生活科学』1946.10、p.7 

















































                                                 
842 寺中作雄「図書館と社会教育」『図書館雑誌』第 46 巻第 3 号、1952.3、p.6 
843 寺中作雄「社会教育の前進」『教育行政』1954.3（寺中前掲『公日閑日』p.307） 
844 同（p.311） 


































現実は施設空間が欠乏していた。佐藤得二社会教育局長は、1946 年 4 月の講演で「先
づ第一に施設を確定しなければいかぬ」と、施設空間確保の必要性を強調した851。彼は社
                                                 









851 佐藤得二「社会教育について」（講演記録。講演は 1946 年 4 月 24 日～27 日のうちのいずれかの

































                                                                                                                                               




854 寺中作雄発言「討論会 公民館」『教育と社会』1947.7、p.12 
855 寺中前掲「文化国家建設と公民館」（寺中前掲『公日閑日』p.262） 
856 寺中作雄「社会教育の方向」文民教育協会編『学校と社会』文民教育協会、1948.11、p.123 
857 同 p.123 
858 上田幸夫「初期公民館における『併設』配置の特性」『東洋大学文学部紀要』第 36 集、教
育学科･教職課程編、1982、p.47 
859 郷土教育協会編『日本教育年鑑』日本書籍、1948、p.175 
























スは多く、何らかの形で多くの公民館が拠点としての施設を指向した。1947 年 8 月末日
















                                                 
860 鎌田正･米山寅太郎『漢語林』大修館書店、1987、p.1107 
861 『事業概要』横浜方面館、1927、p.7 
862 郷土教育協会編『日本教育年鑑』1948 年版、日本書籍、p.176 
863 西崎前掲 p.50 
864 下村湖人発言、前掲「公民館の造り方在り方」p.4 
865 同 p.3 





































                                                 
866 中村國雄編『公民館の造り方在り方』生活科学化協会、1946.11、p.17 
867 『石川県教育史』第 3 巻、石川県教育委員会、1977、p.787 







































ここで用いている「生得的性質」、「自然的環境」、「社会的環境」概念は、1949 年 3 月
に発表された宮原誠一の論文「教育の本質」によっている874。宮原論文が発表された 1949
年 3 月現在、寺中は社会教育課長であった（1945 月 11 月 22 日 公民教育課長兼調査課長
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1947 年 3 月の教育基本法第 10 条で「教育行政は、この自覚のもとに、教育の目的を遂
行するに必要な諸条件の整備確立を目標として行わなければならない」と、条件整備が謳



























































                                                 
877 寺中前掲「文化国家建設と公民館」（pp.261-262） 
878 「教育刷新委員会第七特別委員会第十六回議事速記録」1948.2.27（前掲『教育刷新委員会
教育刷新審議会会議録』第 9 巻、p.109） 
879 寺中作雄発言、前掲「公民館の造り方在り方」p.9 




















































                                                 
























スル件」（1945 年 11 月 6 日）で「町内会、部落会ノ常会ヲシテ社会教育ノ場タラシムル」
とし、「一般壮年層ニ対スル社会教育実施要領ニ関スル件」（同 13 日）で「地域的ニハ部
落常会又ハ町内常会等ヲ活用」するとし、また、「総選挙ニ対処ス














公民館数のデータは調査によって数値が異なるが、1950 年代に 2 万超の分館があった
                                                 
886 「第九十回帝国議会衆議院生活保護法案委員会議録（速記）第九回」1946.8.8、pp.101-102 
887 「第九十一回帝国議会貴族院予算委員会議事速記録」第 3 号 1946.12.22、p.2 













『社会教育 10 年の歩み』 
文部省社会教育局、1959、
p.180 





































長野県中野町の公民館本館は 1946 年 11 月に「青年学校の修練道場」に設置されたが、
その前から各部落の公会堂を利用して討論会が行われ、「区が十一部落に分れているのでそ
れを公民館分館として発足」した893。 








                                                 
890 文部省「全国公民館設置状況」『公民館月報』1953.11、p.8 
891 須藤克三『村の公民館』農村新書 14、新評論社、1956、pp.86-89 
892 「教育刷新委員会第七特別委員会 第十六回議事速記録」1948.2.27（前掲『教育刷新委員
会 教育刷新審議会会議録』第 9 巻、p.107、p.109） 
893 「表彰された公民館」『教育と社会』1949.2、p.57 
894 佐藤源治『占領下の山形県教育史』占領下の山形県教育史出版協賛会、1980、p.591 














1946 年 9 月 19 日に県内務部長発で「公民館設置運営要綱」が出された。1954 年の熊本
















                                                 
895 「表彰された公民館･続」同 1949.3、p.49 





学教育学部紀要 教育学部門』第 8 号、1961 







年には本館 1、分館 36 となった。熊本市では自治公民館を「地域公民館」と呼び、社会教育行
政も市立公民館設置とともにその拡充･活用を図った。地域公民館は、1988 年には 266 館（健
軍が位置するエリア内は 31 館）、現在では 439 館を数え、増加傾向にある。前掲『熊本市戦後
教育史』通史編Ⅰ p.530、「市立公民館、地域公民館の分布図」熊本市教育委員会、1988（前
掲『熊本市戦後教育史』資料編 p.1005、pp.1006-1009）、山城千秋「公民館 実践の動向⑥九





































後の 1950 年には全国に約 15,000、翌年には 16,585 の分館が設置されていた909。公民館
施策においても、町村中心という施策側の意図にかかわらず、部落単位の分館設置が重視
                                                                                                                                               
州･沖縄」『日本公民館学会年報』第 6 号、2009、pp.142-144 
904 深見吉之助文部事務官発言「教育刷新委員会第七特別委員会 第十六回議事速記録」
1948.2.27（前掲『教育刷新委員会 教育刷新審議会会議録』第 9 巻、pp.109-110） 
905 寺中作雄発言、前掲「公民館の造り方在り方」p.5 
906 戸田貞三発言「教育刷新委員会第六十四回総会議事速記録」1948.4.9（前掲『教育刷新委員
会 教育刷新審議会会議録』第 4 巻、p.5） 
907 「昭和三八年六月一四日 香坂昌康氏談話速記録」『内政史研究資料』第 3 集、内政史研究
会、1964 
908 鈴木健次郎「分館の当面する諸問題」『公民館月報』第 32 号、1951（同『公民館運営の理
論と実際』社会教育連合会、1951、p.262 
909 『社会教育 10 年の歩み』 文部省社会教育局、1959、p.180 









1950 年代の「昭和の大合併」期には分館は 27,000 前後の規模を維持するが、合併に伴
う旧町村本館の分館化も考えられ911、占領期の部落単位の公民館分館研究が待たれる。 
町村合併促進法が 3 年間の時限立法で成立し（1953 年 9 月）、1947 年に 9,895 あった
町村が 1956 年には 3,743 に減少した（市町村全体で 1947 年 10,504 → 1958 年 3,701）。
市町村全体で 1953 年 5 月に 7,973 館あった本館は、1957 年に 507 館減少して 7,466 館と


























                                                 
910 鈴木前掲（pp.261-267） 
911 片岡前掲 pp.78-79 
912 同 

































                                                 
913 千野陽一「初期公民館活動の性格」小川利夫編『現代公民館論』東洋館出版社、1965（千
野『現代社会教育論』新評論、1976、pp.135-147） 
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難は深刻を極め、引揚･復員者増に伴い 1947 年、1948 年には 460～608 万人（人口の 5.4
～7.4%）が旧生活保護法に基く保護を受けていた924。1945 年末には「生活困窮者緊急生
活援護要綱」が閣議決定され、授産施設等が生業の指導･斡旋を行うとされた。 




の 1946 年 5 月に、東京都牛込区では社会館 4 館（津久戸社会館、市谷社会館、早稲田社
会館、仲之社会館）が設置された926。区長が「相当の熱意」を持ち「牛込区内の有識者が
非常にこれを協賛し、委員会を作つて盛んに活動」し、「ミシンも十六台備えつけて、実質










第 1 次吉田内閣（1946 年 5 月発足）の文部政務次官･長野長広（進歩党･第 8 章参照）




















『小千谷市史』下巻、小千谷市、1967、pp.647-649。視察は次官着任の 6 月 4 日以降と考えら
れるが、5 月との記録もある（安原昇「公民館略年表」『月刊社会教育』1976.7、p.85）。 
930 佐藤得二「社会教育について」（1946.4 講演）『公民教育講座』第 1 輯、社会教育協会、1946、
p.38 













1946 年 7 月 5 日、 文部次官通牒「公民館の設置運営について」が発せられた（以下、
次官通牒）。 
次官通牒には「託児所、共同炊事場、共同作業所等の経営を指導」、「簡易な医学、衛生 
                                                 
931 寺中作雄「社会教育法制定の頃」『社会教育』1954.6（寺中『公日閑日』日本教育新聞社、
1956、p.291） 



















イ 財団法人社会教育連合会  ロ 恩賜財団母子愛育会  ハ 中央社会事業協会  
ニ 全国農業会  ホ 社団法人農山漁村文化協会  ヘ 大日本教育会  ト 財団法人
社会教育協会  チ 財団法人日本女子社会教育会  リ 財団法人農村青年協会  
ヌ 財団法人大日本生活協会 
（社会事業に関係する箇所のみ抜粋） 































う施設イメージは、古木弘造が着目したそれと重なる（第 9 章第 3 節）。寺中が挙げた事
                                                 
932 大橋謙策は次官通牒の附記に着目し、積極的社会事業が文部省に移管される可能性につい
て仮説を示している（「『社会事業』の復権とコミュニティーソーシャルワーク」『日本社会事業
大学研究紀要』第 57 集、2011、p.25）。 
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次官通牒の 2 カ月後、1946 年 9 月に旧生活保護法が制定された。前月の国会審議では、
通牒されたばかりの公民館が取り上げられた942。当時、文部政務次官は長野長広が務めて
おり、その答弁から長野における戦前戦後の連続性･継承の一端がうかがえる。 

























                                                 
941 『山梨県史』通史編 6 近現代 2、山梨県、2006、pp.253-268 























共同通達が発せられた一背景に、１カ月前開催の全国民生委員大会（1946 年 11 月）が
挙げられる946。大会では民生委員の「使命遂行についての当面もっとも緊要と認められる
具体的方策」が諮問された。答申は「民生委員事務所若くは民生館の設置を拡充」、「特に















 一 生活保護法の保護 生活扶助、医療、助産、生業扶助、葬祭扶助 
 二 上記のほかに、下記の施設も同法の保護施設となりうる 

















片山内閣期（1947 年 5 月発足）には、戦前に大阪市立北市民館と大阪労働学校で主事






































                                                 
947 『民生委員制度四十年史』全国社会福祉協議会、1964、pp.417-423 
948 第 1 回国会衆議院「文教委員会議録」第 3 号、1947.7.24、p.14 
949 塩田純『日本国憲法誕生』NHK 出版、2008、pp.204-211 









































                                                 
950 「教育刷新委員会第七特別委員会第二十一回議事速記録」1948.4.9（『教育刷新委員会教育
刷新審議会会議録』第 9 巻、岩波書店、1997、p.151） 
951 例えば、益川浩一『戦後岐阜社会教育史研究』開成出版、2013 など 
952 林克馬『公民館の体験と構想』社会教育連合会、1951、pp.22-23 

































                                                 












961 田代前掲 p.49 
















1950 年 4 月に「授産事業の刷新につい
て」の社会局長通知が出され、規制強化
によりこれらを一掃した。1948 年に































































































                                                                                                                                               


























































                                                 
























に愛育班訓練、保健婦による保健衛生改善などを戦時中から推進しており、1946 年 1 月
に富岡村隣保館を起工し、その後これを公民館とした系譜を持つ。青森県南津軽郡の藤崎
町公民館（1948 年 6 月開館）は旧隣保館の施設を公民館に転用したもので、トラホーム
診療所を公民館に開設している。 
戦時中の厚生省の施策として設置された農村隣保施設が公民館に転用された例もある。
1933 年の昭和三陸大津波後、宮城県に建設され 1940 年以降に隣保施設になった震嘯記念





青年団体･民生会により公民館設置運動が起き、青年団や婦人会の協力を得て 1947 年 6 月
に公民館設立委員会が発足した。8 月には町当局が「雄勝記念館を公民館ならびに民生館･
                                                 
978 前掲『民生委員制度四十年史』p.754 
979 『金沢市史』通史編 3 近代、金沢市、2006、p.749、大北規句雄『隣保館』解放出版社、2012、
第 3 章 
980 永岡正己「セツルメント運動･隣保事業」日本地域福祉学会編（大橋謙策編集代表）『新版 地
域福祉事典』中央法規、2006、p.93 
981 前掲『金沢市史』通史編 3 近代 pp.546-556、pp.748-753 






http://tokyopastpresent.wordpress.com/2011/06/22/（2013 年 10 月 28 日閲覧） 





















事業を開始したのは保母たちによる野外保育･移動保育であった。1946 年 3 月制定の都保
育園使用条例により、方面館併設の 9 保育所を含む 20 ヶ所が保育園と名称を改めて開園
し、占領期以降数を増していった986。 



















































10 東京市方面委員規定制定 （社会局救護課保護掛） 
 
12 東京最初の方面事務所が下谷区 4 ヶ所に設置される ② 
 
6 
1921 6 社会局保護課方面掛設置、江東橋託児所 （東京初）開所 ② 12 ⑫ 1 





1923 6 児童健康相談所 3 ヶ所設置。9月 関東大震災 
 
4 
1924 12 大阪府知事から震災救護義捐金の東京市への寄附打診  
 
7 
1925     
 
8 
1926     
 
9 
1927 7 月島託児場を初の鉄筋コンクリート造で改築 
 
9 
1928 8 〇小石川隣保館  （東京初の公営隣保館）開館 ② 1 ⑫10 
1929 4 託児場を託児所に改称、 救護法成立 （1932.1施行） ＊ 1 ⑫10 
1930 4 
〇市民館 11館設置 （託児所及児童相談所 9 ヶ所を市民
館に合併。施設転用） 
① 11 32 ⑫12 
1932 10 
市域拡張「大東京市」誕生。 














新市域の 3市民館（向島、城東、板橋）新設を市会承認 ③ 
1935   
 
＊ 18 99 16 
1936 10 〇市民館を方面館に改称 ＊ 24 
   
1937   （日中戦争） ＊ 27 93   





1939   軍事援護館開館（大塚方面館廃止 『東京朝日』 10.4  
1941 12  （日米開戦） 
 
1942 
3   ＊ 40 93 
 
9   ④ 42 91 
47  





⑤⑪ 40 93 167 
 











6 ヶ所（⑪では 7 ヶ所） 
＊    
 
 
（敗戦） 12月 寺中作雄、文部省局議で公民館構想発表 
     
1946 














（1948年 4月 全面施行） 
⑥ 25 94 
 ⑪ 5 
区内都立保育園 14園を区へ移管、8園新設 ⑪ 公私計→ 99 
1948 
 
























『民生館民生事務所に関する調査報告書』  左記 27 108 













〇民生館・事務所廃止。福祉事務所になる （区 23、市 5、
郡 3、島 3） 社会福祉事業法成立 
34  





⑪； 内 私立 5）  
（公私計→） 301 ⑪21 
寺脇隆夫編・解説 「 『昭和二十四年九月／民生館民生事務所に関する調査報告書』（〔東京都〕民生局保護課）」 
『東京社会福祉史研究』 第 4 号、東京社会福祉史研究会、2010、pp.132-138 の記述（＊を付した部分）を軸に、 
①『東京市政概要』 昭和七年版、東京市役所、②同 昭和八年版、③十年版、④十七年版、と、⑤『東京都政概
要』 昭和二十一年版、東京都、⑥同 二十二年度版、⑦二十三年版、⑧二十四年版、⑨二十六年版、⑩二十七年
版、及び、 ⑪ 『都政十年史』 東京都、1954、⑫ 『私たちの保育史』 東京都公立保育園研究会、1980 と 『東
京府管内社会事業施設要覧（昭和九年三月）』 東京府社会課、1934 の記載を加えて作成。 

































                                                 
989 手塚やえ（品川保育園長）の回想（同 p.222） 
990 『民生館民生事務所に関する調査報告書』1949.9、民生局保護課（東京都）、p.20（寺脇隆
夫編による覆刻・翻刻資料掲載の『東京社会福祉史研究』第 4 号、2010 では p.152） 
991 同 p.32（p.163） 
992 同 pp.3-4（p.143） 




996 同 p.332 










大阪市の市民館は、分館を含め戦前に 14 館設置されたが、1937 年に 7 館で援護事業と
して授産事業が開始され、のち 10 館が内職斡旋所（授産所）になった。残る 4 館のうち 3
館が空襲で焼失し、唯一戦災を逃れた北市民館は事業縮小の一途をたどった1000。 






















                                                 








年調査）『信州白樺』第 59･60 合併号、1984、p.285 
1002 永岡正己「セツルメント運動･隣保事業」日本地域福祉学会編（大橋謙策編集代表）『新版 地
域福祉事典』中央法規、2006、p.93 




































                                                 


















































  社 会 教 育 社 会 事 業 
1946.9   旧・生活保護法 
1946.11 日本国憲法公布 1947.5 施行 
1947.3 教育基本法   
1947.6 教育施設局設置   
1947.12   児童福祉法 
1947.7 教育委員会法 少年法 
1948.7   民生委員制度発足 
1949.5 文部省設置法   





1949.12   身体障害者福祉法 
1950.4 図書館法   
1950.5   新・生活保護法 
1951.3   社会福祉事業法 
1951 産業教育振興法 社会福祉協議会発足 
1951.12 博物館法   
1952 市町村教育委設置   
1953 合併促進法 
 







































                                                 
1011 岡本正平･田口清克「鈴木健次郎と公民館論」『鈴木健次郎集』第 3 巻、秋田県青年会館、
1976、pp.89-90、pp.91-92 
1012 岡本正平発言、座談会「三十歳を迎えた公民館」『月刊社会教育』1976.7、p.33 
1013 同 p.35 






























 公民館への国庫補助は、1953 年度までは運営費補助金として交付されていた。1951 年
度から公民館建築への国庫補助が、文教施設整備費からの公立社会教育施設整備費補助と









                                                 
1014 鈴木健次郎「公民館創設のころ」『月刊社会教育』1961.9、pp.46-47 
1015 西崎恵『新社会教育行政』良書普及会、1950、pp.39-40 
1016 『社会教育の現状』1953 年度版、文部省社会教育局、p.164 
1017 同 p.90 
1018 文部省社会教育施設課「最近の公民館調査に現われた傾向」『公民館月報』1953.5、p.11 









































                                                 











































                                                 
1022 同 pp.206-207 
1023 以下の引用は前掲『社会教育 10 年の歩み』p.178 
1024 小林前掲「公民館の制度と活動」p.910 




















































































                                                 
1028 小川利夫「公民館『万能主義』への疑問」『月刊社会教育』1963.10、p.17 
1029 同 p.22 
1030 宮崎俊作「総合社会教育施設不用論」同 1966.2、三井為友「『総合社会教育施設不用論』
に答える」同 1966.4、小川利夫「公民館『万能主義』への疑問」同 1963.10 など 
1031 岡本正平･田口清克「鈴木健次郎と公民館論」『鈴木健次郎集』第 3 巻、秋田県青年会館、
1976、pp.89-90、pp.91-92 



































                                                 




書 4、国土社、1988 など。 
1034 小林前掲『公民館の再発見』p.29 
1035 同 p.51 
1036 末本誠「現代公民館と地域的共同の創造」日本社会教育学会特別年報編集委員会編『現代
公民館の創造』東洋館出版社、1999、pp.31-36 








































                                                 
1037 小林前掲『公民館の再発見』p.22 
1038 同 pp.50-52 
1039 同 pp.52-53 
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社会教育学研究室、第 2 号、1993 
上原直人「関口泰の公民教育論と社会教育観の形成」『東京大学大学院教育学研究科紀要』





























大阪社会労働運動史編集委員会編 大阪社会運動協会『大阪社会労働運動史』第 1 巻 戦前
篇 上、有斐閣、1986 
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金沢市『金沢市史』通史編 3 近代、2006 






川添智利･穂積信夫『改訂増補 建築学大系 34 コミュニティーセンター･図書館･博物館･















































後藤貞治「我国労働学校運動史」『社会科学講座』第 12 巻、誠文堂、1932 
小林文人「公民館の制度と活動」『日本近代教育百年史』第 8 巻、国立教育研究所、1974 
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―――「戦前大都市社会教育施設に関する一考察」『日本公民館学会年報』第 5 号、2008 
関一『住宅問題と都市計画』弘文堂書房、1923 
関屋龍吉「社会教育の話」『政治教育講座』第 3 巻、政治教育協会、1927 
―――『教育読本』日本評論社、1927 
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大日本青年団本部『青年修養特殊施設』1939 
大日本連合青年団調査部編 『全国青年団基本調査』 大日本連合青年団、1934 
高岡裕之『総力戦体制と「福祉国家」』岩波書店、2011 
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竹林熊彦「図書館社会教育管見」『図書館雑誌』1934.8 




―」『日本公民館学会年報』第 7 号、2010 
―――「都市公営セツルメントの展開と性格 ―東京市の市民館を中心に―」『東京社会福
祉史研究』第 5 号、東京社会福祉史研究会、2011 
―――「長野長広の公堂建設と施設構想 ―熊本県健軍村の農村公会堂を中心に―」『日本
















―――「社会事業的社会教育史研究の課題と展望」『日本教育史研究』第 14 号、1995 































東京市社会局庶務課「赤坂市民館を中心とする環境調査」社会事業参考資料第 8 号、1934 
東京市社会局保護課「四谷市民館を中心とする環境調査」社会事業参考資料第 6 号、1933 
―――「寺島市民館を中心とする環境調査」社会事業参考資料第 9 号、同課、1936 

















―――『北区史』資料編 現代 2、1996 


























































花香実「日本労働学校の開設をめぐる若干の問題」『法政大学文学部紀要』第 28 号、1982 
林克馬『公民館の体験と構想』社会教育連合会、1951 
日笠端『都市計画』第 3 版、共立出版、1997 
日端康雄『都市計画の世界史』講談社、2008 
兵庫県労働運動史編さん委員会･兵庫県労働経済研究所編『兵庫県労働運動史 戦後 1 占領
下の労働運動――昭和二十年代（上）』兵庫県文化協会、1983 
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―――『社会教育 10 年の歩み』1959 
文部大臣官房文書課『終戦教育事務処理提要』第 1 輯、1945.11 
―――『終戦教育事務処理提要』第 2 輯、1946.4 
―――『終戦教育事務処理提要』第 3 輯、1949.3 
 
 
 ヤ 行  
安井誠一郎『社会問題と社会事業』三省堂、1933 














 ワ 行  
和田萬吉「地方文化の中心としての図書館」（上･下）『図書館雑誌』1924.7、9 
渡辺悦次『財団法人日本労働会館六十年史』日本労働会館、1991 
 
 
